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第８期奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定によせて 

 

  

我が国は,平成 19年（2007年）に「超高齢社会」を迎えた後

も世界でも類をみないスピードで高齢化が進んでおり,この先

も「団塊の世代」の方がすべて後期高齢者となる令和７年

（2025年）を控えていることから,高齢者を取り巻く社会状況

は大きく変化することが予測されています。 

本市におきましても，令和７年には，高齢化率は 36％に達する見込みであり，市

民の３人に１人が高齢者という時代が到来いたします。 

高齢者世帯や一人暮らしの高齢者，認知症の方の増加など，さまざまな課題に直面

している状況をふまえ，本市では，これまで高齢者が可能な限り住み慣れた地域で，

自分らしく安心して暮らし続けることのできる仕組みや社会づくりに取り組んでまい

りました。 

このたび策定しました，「第８期奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

（令和３年度～令和５年度）」は，前第７期計画における基本理念「健康で長寿を謳

歌するまちづくり」を継承し，2025年・2040年を見据えた中長期的な視点を持ち，

高齢者のみならず多様な地域住民が助け合いながら健やかに暮らし続ける「地域共生

社会」の構築を目指す内容となっております。 

今後も国・県及び関係者の皆様の協力を賜りながら，「地域支え合い活動の推進」

「認知症施策の総合的な推進」「介護予防・重度化防止事業の推進」「住民主体の通い

の場の充実」「地域包括ケアシステムの深化・推進」「感染症・災害対策の体制整備」

「多様な住まいの支援」「高齢者見守り体制の充実」「介護人材の確保」「高齢者の権

利擁護推進」「虐待の未然防止」等に積極的に取り組み, 高齢者の生きがいづくりや

健康寿命の延伸に向け,横断的かつ総合的に取組んでまいります。 

最後に，本計画の策定にあたりまして，貴重なご意見・ご提言をいただきました奄

美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員の皆様をはじめ，ご協力いた

だきました市民の皆様，事業者及び関係団体の皆様に心から感謝を申し上げます。 

 

  令和３年３月 
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第１章 計画の策定について 

１ 計画策定の趣旨                         

わが国では、令和７年（2025年）にいわゆる団塊の世代すべてが 75歳以上（後期高齢者）

となり、令和 22年（2040年）には団塊ジュニア世代が 65歳以上に到達し、今後も高齢化が

進展することが予想されています。それに伴い、要支援・要介護認定者や認知症高齢者、ひ

とり暮らし高齢者、老老介護世帯など、支援が必要な人はますます増加・多様化する反面、

地域社会の担い手である現役世代は減少といった問題が顕在化しています。 

これらの情勢を踏まえ、制度創立から 20年を迎えた介護保険制度においては、医療、介護

予防、住まい、生活支援の各サービスを一体化して提供する「地域包括ケアシステム」を推

進し、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目指しているところです。 

奄美市（以下「本市」という）においても、高齢者の人口が増加していくなか、総人口は減

少していく少子高齢化が推測されています。また、今後高齢化が一層進むことにより、介護

保険制度に基づく地域包括ケアシステムの推進や地域づくり等に一体的に取り組むことで、

地域共生社会の実現を図っていくことが求められます。 

これらを踏まえ、本市の高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生

の最後まで送ることができる地域づくりを目指し、令和３年度から令和５年度までを計画期

間とする「第８期奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」を策定します。 

 

２ 第８期計画の国が示す基本指針について                         

 国においては、地域共生社会の実現を目指すため、「第８期計画」の基本指針として、団塊

の世代が 75 歳以上に到達する令和７年（2025 年）と、生産年齢人口が急速に減少する令和

22年（2040年）に向けたサービス基盤や人材基盤の整備に関する記載などを充実させる方針

を打ち出しています。これを踏まえ、第８期計画において一層の充実が求められる事項は以

下のとおりです。 

 

（１）2025・2040年を見据えたサービスの基盤、人的基盤の整理 

（２）地域共生社会の実現 

（３）介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

（４）有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連

携の強化 

（５）認知症施策大綱を踏まえた認知症施策の推進 

（６）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取り組みの強化 

（７）災害や感染症対策に係る体制整備 
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３ 計画の性格・法的位置づけ                      

本計画は、老人福祉法第 20条の８第１項に基づく「高齢者保健福祉計画（法律上は「市町

村老人福祉計画」）及び介護保険法第 117条第１項に基づく「市町村介護保険事業計画」を一

体的に策定するものです。 

「高齢者保健福祉計画」は、長寿社会にふさわしい高齢者福祉の構築という課題に対して、

本市が目指すべき基本的な政策目標を定め、その実現に向けて取り組むべき施策の方向及び

事業内容を定めるものです。 

また、「介護保険事業計画」は、介護サービスの事業量、保険料及び介護サービスを確保す

るための方策を定めるものであり、制度の円滑な実施に向けた取組内容を定める計画です。 

地域共生社会の実現に向けて、第７期で取り組んできた地域包括ケアシステムの充実・強

化をさらに推進し、介護予防・重度化防止や日常生活支援、介護給付費適正化等の自立支援

等施策の取り組みを強化する計画とします。 

 根拠法令 性格 

高齢者保健福祉計画 
老人福祉法 

（第 20条の８第１項） 

老人居宅生活支援事業及び老人福

祉施設による事業の供給体制の確

保に関する計画 

介護保険事業計画 
介護保険法 

（第 117条第１項） 

基本指針に即して、３年を１期と

する介護保険事業に係る保険給付

の円滑な実施に関する計画 

 

４ 他の計画との関係                        

 本市では、「健康で長寿を謳歌するまち

づくり」の基本理念の下、高齢者保健福

祉施策・介護保険事業を総合的に推進し

てきました。高齢者の生きがいづくりや社

会活動への参加をはじめ、高齢者を中心とし

た市民生活の質に深く関わる計画であるこ

とから、「奄美市地域福祉計画」を上位計画

とし、その他、奄美市障害者福祉計画等、保

健・医療・福祉又は居住に関する事項を定め

る計画と調和を保ちながら策定を行います。 

 

 

 

 

  

国・鹿児島県の指針及び計画 

「健康で長寿を謳歌するまちづくり」 
 

奄美市地域福祉計画 

高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画 

・健康あまみ２１ 

・奄美市障害者計画・障害福祉計画 

・奄美市住生活基本計画 

・奄美市地域防災計画 など 

連 
 

携 
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５ 計画期間                             

 本計画の計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３か年とします。 

 本計画は、団塊世代が後期高齢者に到達する令和７年（2025年）の高齢者のあるべき姿と、

団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22年（2040年）を見据えた計画とし、中長期的な

視点に立った施策の展開を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団塊世代が 75歳に 

 

 

2015（H27） 

令和７年（2025年） 
を見据えた計画策定 

 

 

第８期計画 

2021～2023 

(Ｒ３～Ｒ５) 

 

第９期計画 

2024～2026 

(R6～R8) 

2025（R7） 

団塊世代が 65歳に 

 

第５期計画 

2012～2014 

(H24～H26) 

平成 27年（2015年） 
を見据えた計画策定 

 

第７期計画 

2018～2020 

(H30～R2) 

 

第６期計画 

2015～2017 

(H27～H29) 

 

第６次医療計画 

2013（H25）～2017（H29） 

第７次医療計画 

2018（H30）～2023（R5） 

第８次医療計画 

2024（R6）～ 

（参考） 
都道府県医療計画のスケジュール 地域医療ビジョン（2025年まで） 

（※３年ごとに見直しを図ります） 

（参考） 
奄美市各計画関連のスケジュール 

第３期 
チャレンジド・
プラン奄美 

2012（H24）～
2014（H26) 

第４期 
チャレンジド・
プラン奄美 

2015（H27）～
2017（H29) 

第５期 
チャレンジド・
プラン奄美 
2018（H30） 
～2020（R2) 

第６期 
チャレンジド・
プラン奄美 
2021（R3） 
～2023（R5) 

第７期 
チャレンジド・
プラン奄美 
2024（R6） 
～2026（R8) 

第２期子ども・子育て計画 
2020（R2）～2024（R6) 

地域福祉計画 
2021（R3）～2025（R7) 

（※チャレンジド・プラン奄美は奄美市の障害者計画等をいいます。） 

第１期子ども・子育て計画 
2015（H27）～2019（R1) 

第１期 
自殺対策計画 

2019（R1）～2023（R5) 

第２期 
自殺対策計画 
2024（R6）～ 

健康あまみ２ 
2020（R2）～2029（R11) 

奄美市住生活基本計画 
2012（H24）～2021（R3) 

奄美市住生活基本計画 
2022（R4）～2031（R13) 
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６ 計画の策定体制                         

高齢者に対する保健福祉施策や介護サービスのあり方については、高齢者はもとより、広

く市民のニーズを把握し、それを反映させるよう配慮する必要があります。そこで、計画の

策定に当たっては、以下のような取組を行いました。 

（１）介護予防日常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査の実施 

高齢者ニーズや日常の生活状況・健康状態、在宅の要介護者の介護サービスの利用状況等

を把握し、計画策定の基礎資料とするため、令和元年 12月から令和２年１月に、40歳以上の

方を対象としたアンケート調査を実施しました。 

 

（２）奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会の実施 

保健・医療・福祉関係者、被保険者代表等に委員として参画いただき、「奄美市高齢者保健

福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」を開催し、幅広い意見の反映に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）在宅生活改善調査の実施 

現在のサービス利用では生活の維持が難しくなっている方の把握、及び住み慣れた地域で

の生活の継続性を高めるために必要なサービスを検討するため、令和２年 11月に本市の居宅

介護支援事業所のケアマネージャーを対象にアンケート調査を実施しました。 

 

（４）市民意見の募集と計画への反映 

計画素案を市のホームページと市の窓口で公表し、令和２年 12月から令和３年１月にかけ

て計画内容全般に関する意見募集を行いました。 
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第２章 奄美市の現状と課題 

１ 高齢者をとりまく現状                         

（１）総人口と高齢者人口の推移（推計） 

本市の総人口は、令和２年９月末現在、42,638人となっています。 

年齢区分別でみると、年少人口、生産年齢人口は減少傾向、高齢者人口は増加傾向にあ

ります。 

推計では、今後も総人口、年少人口、生産年齢人口は減少傾向、老年人口は増加傾向が

見込まれますが、令和７年以降は老年人口も減少する見込みとなっています。 

年齢３区分別人口割合をみると、令和 22 年には高齢者人口が生産年齢人口を逆転し、

高齢化率は 46.3%になると予測されています。 

  

※小数点以下の処理の場合、年齢不詳者の数により各項目の和と総人口が一致しない場合があります。 

（資料：平成 29年～令和２年９月末「住民基本台帳」、令和７年以降「地域別将来推計人口」国立社会保障人口問題研究所） 

 

H27年国勢調査に基づく推計人口      

年度 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 令和 5年 

総人口（人） 43,156 42,687 42,217 41,748 41,279 40,809 38,258 

65歳以上（人） 12,311 12,553 12,793 13,033 13,274 13,516 14,069 

うち 65-74 歳 5,566 5,748 5,928 6,109 6,290 6,472 6,383 

うち 75 歳～ 6,745 6,805 6,865 6,924 6,984 7,044 7,686 

40-64歳（人） 15,430 15,072 14,716 14,359 14,001 13,644 12,189 

高齢化率（％） 28.5% 29.4% 30.3% 31.2% 32.2% 33.1% 36.8% 

6,284 6,136 5,986 6,008 5,795 4,940 
4,283 3,674 3,155 2,704 

25,226 
24,641 24,102 23,881 23,263 

18,683 
16,541 

14,683 
12,686 10,918 

12,776 13,037 13,165 13,402 13,576 

13,640 
13,438 

12,919 
12,482 

11,731 

44,286 43,814 43,253 43,291 42,634 

37,263 
34,262 

31,276 
28,323 

25,353 
28.8% 29.8% 30.4% 31.0%

31.8%

36.6%

39.2%
41.3%

44.1%
46.3%

0.0%
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（資料：平成 29年～令和２年９月末「住民基本台帳」、令和７年以降「地域別将来推計人口」国立社会保障人口問題研究所） 

 

 

 

（資料：住民基本台帳 各年度３月末） 
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（２）介護保険被保険者人口の推移 

介護保険被保険者人口は、令和２年では第１号被保険者（65歳以上）は 13,576となっ

ています。総人口や第２号被保険者（40～64 歳）が減少を続ける一方、後期高齢者（75

歳以上）の人口は増え続け、令和７年には 7,323人、令和 22年には 8,139人に達する見

込みとなっています。 

 
 

（資料：平成 29年～令和２年９月末「住民基本台帳」、令和７年以降「地域別将来推計人口」国立社会保障人口問題研究所） 

 

（３）要介護認定者数の推移 

本市の令和２年における要介護（要支援）認定者の第１号被保険者と第２号被保険者

の合計は 2,833 人となっており、そのうち要支援１及び要支援２は 923 人、要介護１か

ら要介護５は 1,910人となっています。 

認定者数は、平成 29 年度以降は増加傾向で推移しており、介護度別では、要介護１、

要介護２の軽度者が増加傾向で推移しています。 

また、認定率は、令和２年度は 21.0％となっており、鹿児島県、国より高い割合で推

移しています。 
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（資料：厚生労働省 平成 28 年度から平成 29 年度「介護保険事業状況報告」年報、 

平成 30 年度以降「介護保険事業状況報告」月報、 

令和３年度以降「見える化システム」将来推計） 
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（４）認知症高齢者の状況 

  ① 認知症高齢者の推移 

認知症高齢者（日常生活自立度 Ⅱ a以上の高齢者）は、令和元年度時点において 1,486

人となっており、近年においては減少傾向で推移しています。 

高齢者人口に対する認知症高齢者の割合は、令和元年度時点において 11.0%となってお

います。 

また、認知症高齢者の数については、要介護認定（65 歳以上）を受けている方の約半

数を占めています。 

 
（資料：高齢者福祉課 各年度３月末 令和元年度のみ１月末 平成 28 年度を除く） 

  ② 要介護区分別認知症日常生活自立度 

平成 30年度に要介護認定を受けた高齢者における要介護区分別認知症日常生活自立度

は、「自立」が 820人、ほぼ自立の「Ⅰ」が 449人となっています。 

また、誰かが注意していれば自立ができる「Ⅱa」が 201人、「Ⅱb」が 625人、介護を

必要とする「Ⅲa」が 376人、「Ⅲb」が 70人、常に介護を必要とする「Ⅳ」が 149人、専

門医療を必要とする「Ｍ」が 12人となっています。 

平成 30年度では「Ⅱa」から「Ｍ」の割合について、要支援１、要支援２では１割以下

であるのに対し、要介護１以上は６割以上と高くなっており、要介護度が重くなるほど

自立度が低くなっています。 

認知症の症状が見られる「Ⅱa」から「Ｍ」の割合は、平成 30年度において認定者全体

の 53.0%（1,433人/2,702人）、平成 27年度の 59.7%（1,619人/2,711人）と比べると 6.7

ポイント減少しています。 
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要介護区分別認知症日常生活自立度（平成 30年度）      単位：人 

  自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 総数 

要支援 1 300 93 19 24 0 1 0 0 437 

要支援 2 358 114 6 3 0 0 0 0 481 

要介護 1 15 82 96 259 11 1 0 0 464 

要介護 2 68 74 41 143 48 11 3 0 388 

要介護 3 50 42 12 92 96 17 6 0 315 

要介護 4 22 32 25 80 137 21 49 9 375 

要介護 5 7 12 2 24 84 19 91 3 242 

総 数 820 449 201 625 376 70 149 12 2,702 

（資料：高齢者福祉課 平成 31 年３月末現在） 

 

要介護区分別認知症日常生活自立度（平成 27年度）      単位：人 

  自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 総数 

要支援 1 247 135 40 20 2 0 2 0 446 

要支援 2 228 212 24 16 3 1 0 0 484 

要介護 1 9 37 112 228 34 6 1 0 427 

要介護 2 44 65 58 125 93 20 2 1 408 

要介護 3 26 39 32 67 140 23 12 0 339 

要介護 4 13 25 15 49 129 21 70 15 337 

要介護 5 8 4 2 12 101 22 113 8 270 

総 数 575 517 283 517 502 93 200 24 2,711 

（資料：高齢者福祉課 平成 28 年３月末現在） 
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※認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 

Ⅰ 何等かの認知症は有するが、日常生活は家庭内及び社会的にはほぼ自立している 

Ⅱa 家庭外で日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰か

が注意していれば自立できる 

Ⅱb 家庭内でも日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰

かが注意していれば自立できる 

Ⅲa 日中を中心として、日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが見られ、介

護を必要とする 

Ⅲb 夜間を中心として、日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが見られ、介

護を必要とする 

Ⅳ  日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要

とする 

Ｍ  著しい精神症状や問題行為あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする 
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  ③ 日常生活圏域別認知症日常生活自立度 

平成 30年度に要介護認定を受けた高齢者における認知症日常生活自立度について、圏

域別に注目すると、介護を必要とする「Ⅲa」以上において、住用圏域で 38.8%、古見方

圏域で 31.5%となっており、高い割合を占めています。 

一方、金久圏域、伊津部圏域においては「自立」、ほぼ自立の「Ⅰ」を合わせると５割

を超える割合を占めています。 

 

日常生活圏域別認知症日常生活自立度（平成 30 年度）      （人） 

 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 総数 

金久 159 71 42 100 44 9 16 2 443 

伊津部 85 59 23 58 31 4 8 0 268 

奄美 176 82 36 124 60 12 30 6 526 

上方 85 53 23 69 57 9 19 0 315 

下方 106 60 30 76 40 9 20 2 343 

古見方 42 26 8 37 32 3 16 1 165 

住用 26 25 8 29 32 10 13 1 144 

笠利 141 73 31 132 80 14 27 0 498 

総数 820 449 201 625 376 70 149 12 2,702 

（資料：高齢者福祉課 平成 31 年３月末現在） 
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（５）介護給付費の推移 

  介護保険給付費（総額）は近年減少傾向にありましたが、令和元年度は増加に転じて

います。 

令和元年度におけるサービス別前年対比では、居住系サービス費、在宅サービス費が

増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設サービス…介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院 

 

※居住系サービス…特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、 

         認知症対応型共同生活介護 

 

※在宅サービス…訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、 

         居宅療養管理指導、通所介護、地域密着型通所介護、 

         通所リハビリテーション、短期入所生活介護、 

         短期入所療養介護（老健）、短期入所療養介護（病院等）、福祉用具貸与、 

         特定福祉用具販売、住宅改修、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、 

         夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、 

         看護小規模多機能型居宅介護、介護予防支援・居宅介護支援 
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（６）日常生活圏域の現状 

日常生活圏域別における人口の推移については、上方圏域、下方圏域は増加傾向で推

移していますが、その他の圏域は減少傾向で推移しています。 

高齢化率については、全ての圏域において増加傾向で推移しています。 

（人） 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

金久圏域 
人口 7,528 7,434 7,325 7,298 7,161 

高齢化率 29.0% 29.6% 30.0% 30.6% 31.3% 

伊津部圏域 
人口 4,845 4,739 4,670 4,713 4,622 

高齢化率 29.2% 30.8% 31.5% 31.1% 32.3% 

奄美圏域 
人口 8,558 8,418 8,216 8,092 7,913 

高齢化率 28.9% 30.0% 31.1% 31.6% 32.3% 

上方圏域 
人口 8,000 8,009 7,963 8,259 8,281 

高齢化率 19.7% 20.8% 21.5% 21.7% 22.6% 

下方圏域 
人口 6,446 6,839 6,377 6,339 6,380 

高齢化率 27.0% 28.3% 29.6% 31.0% 31.5% 

古見方圏域 
人口 1,325 1,264 1,234 1,213 1,180 

高齢化率 38.3% 40.3% 41.5% 42.5% 42.8% 

住用圏域 
人口 1,326 1,298 1,268 1,265 1,235 

高齢化率 40.3% 42.8% 44.4% 44.3% 45.5% 

笠利圏域 
人口 5,770 5,694 5,660 5,591 5,482 

高齢化率 37.9% 39.0% 39.3% 40.0% 40.9% 

（資料：住民基本台帳 各年度３月末） 

 

29.0%
29.6%

30.0%
30.6% 31.3%

29.2%
30.8%

31.5% 31.1%
32.3%

28.9%
30.0% 31.1% 31.6%

32.3%

19.7%
20.8% 21.5% 21.7%

22.6%

27.0% 28.3%
29.6%

31.0% 31.5%

38.3%

40.3%
41.5%

42.5% 42.8%40.3%

42.8%
44.4% 44.3%

45.5%

37.9%
39.0% 39.3%

40.0% 40.9%

18%

28%

38%

48%

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

日常生活圏域別の高齢化率の推移

金久圏域 伊津部圏域 奄美圏域 上方圏域

下方圏域 古見方圏域 住用圏域 笠利圏域



15 

① 金久圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 7,528 7,434 7,325 7,298 7,161 

65歳以上人口 2,184 2,200 2,201 2,236 2,239 

高齢化率 29.0% 29.6% 30.0% 30.6% 31.3% 

要介護認定者数 435 431 435 458 474 

 

要支援 1 70 90 90 79 83 

要支援 2 77 73 93 96 98 

要介護 1 82 67 74 90 85 

要介護 2 77 76 64 64 77 

要介護 3 53 55 43 45 48 

要介護 4 39 41 44 57 53 

要介護 5 37 29 27 27 30 

事業対象者数 - - - - 45 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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② 伊津部圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 4,845 4,739 4,670 4,713 4,622 

65歳以上人口 1,417 1,461 1,471 1,465 1,493 

高齢化率 29.2% 30.8% 31.5% 31.1% 32.3% 

要介護認定者数 261 250 268 274 290 

 

要支援 1 70 61 58 65 64 

要支援 2 46 44 50 42 51 

要介護 1 41 40 41 48 54 

要介護 2 28 32 48 41 48 

要介護 3 27 30 34 30 31 

要介護 4 29 24 25 32 25 

要介護 5 20 19 12 16 17 

事業対象者数 - - - - 24 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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③ 奄美圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 8,558 8,418 8,216 8,092 7,913 

65歳以上人口 2,476 2,527 2,555 2,561 2,552 

高齢化率 28.9% 30.0% 31.1% 31.6% 32.3% 

要介護認定者数 516 527 541 537 543 

 

要支援 1 108 112 118 106 100 

要支援 2 95 94 92 82 92 

要介護 1 68 67 67 95 96 

要介護 2 74 71 78 75 73 

要介護 3 56 59 55 48 61 

要介護 4 72 83 83 77 67 

要介護 5 43 41 48 54 54 

事業対象者数 - - - - 48 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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④ 上方圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 8,000 8,009 7,963 8,259 8,281 

65歳以上人口 1,576 1,667 1,713 1,790 1,873 

高齢化率 19.7% 20.8% 21.5% 21.7% 22.6% 

要介護認定者数 335 314 309 322 349 

 

要支援 1 49 52 48 50 60 

要支援 2 59 50 48 52 52 

要介護 1 48 48 41 52 53 

要介護 2 38 31 43 41 54 

要介護 3 50 46 41 42 47 

要介護 4 50 44 56 56 57 

要介護 5 41 43 32 29 26 

事業対象者数 - - - - 27 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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⑤ 下方圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 6,446 6,839 6,377 6,339 6,380 

65歳以上人口 1,738 1,810 1,886 1,965 2,011 

高齢化率 27.0% 28.3% 29.6% 31.0% 31.5% 

要介護認定者数 336 332 362 353 371 

 

要支援 1 54 60 62 67 72 

要支援 2 64 60 61 61 63 

要介護 1 52 48 63 63 77 

要介護 2 46 38 48 43 41 

要介護 3 43 46 37 39 38 

要介護 4 42 48 58 51 57 

要介護 5 35 32 33 29 23 

事業対象者数 - - - - 26 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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⑥ 古見方圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 1,325 1,264 1,234 1,213 1,180 

65歳以上人口 508 510 512 516 513 

高齢化率 38.3% 40.3% 41.5% 42.5% 42.8% 

要介護認定者数 180 168 166 165 170 

 

要支援 1 37 35 26 22 24 

要支援 2 22 18 24 29 26 

要介護 1 21 19 20 26 28 

要介護 2 17 17 22 17 22 

要介護 3 26 27 17 20 17 

要介護 4 33 31 35 29 33 

要介護 5 24 21 22 22 20 

事業対象者数 - - - - 15 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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⑦ 住用圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 1,326 1,298 1,268 1,265 1,235 

65歳以上人口 534 556 563 560 562 

高齢化率 40.3% 42.8% 44.4% 44.3% 45.5% 

要介護認定者数 153 155 162 146 146 

 

要支援 1 11 14 11 7 6 

要支援 2 31 20 27 25 21 

要介護 1 24 23 31 15 19 

要介護 2 24 27 19 25 25 

要介護 3 20 28 30 25 24 

要介護 4 22 21 26 26 28 

要介護 5 21 22 18 23 23 

事業対象者数 - - - - 30 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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⑧ 笠利圏域 

単位：人 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

総人口 5,770 5,694 5,660 5,591 5,482 

65歳以上人口 2,186 2,223 2,226 2,237 2,242 

高齢化率 37.9% 39.0% 39.3% 40.0% 40.9% 

要介護認定者数 570 520 516 506 502 

 

要支援 1 54 48 40 47 37 

要支援 2 106 98 113 107 100 

要介護 1 105 92 85 85 88 

要介護 2 112 97 98 86 100 

要介護 3 78 77 75 74 74 

要介護 4 61 62 63 58 61 

要介護 5 54 46 42 49 42 

事業対象者数 - - - - 8 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度３月末） 
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２ 高齢者等実態調査の結果概要                         

■□調査の目的□■ 

  令和２年度の第８期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の見直しにあたり、既存

データでは把握困難な生活の状況や高齢者福祉に関する意識、保健・福祉サービス並びに

介護保険サービスに対するニーズなどについて調査・分析し、計画策定するにあたっての

基礎資料とすることを目的に実施しました。 

 

■□調査概要□■ 

 （１）調査期間 

     令和元年 11月 29日から令和２年１月 10日まで 

 （２）調査種別 

   ① 一般高齢者調査：要介護認定を受けていない 65歳以上の市民 

   ② 若年者調査：要介護認定を受けていない 40歳以上 65歳未満の市民 

   ③ 在宅要介護（要支援）者調査：在宅の要介護者及び要支援者 

 （３）調査方法 

   調査対象ごとに無作為抽出し、在宅介護支援センター、健康づくり推進員、居宅介護

支援事業所等による調査を行った。 

 （４）回収結果 

調査の種類 調査数 有効回収数 有効回収率 

一般高齢者調査 600件 490件 81.7％ 

若年者調査 600件 487件 81.2％ 

在宅要介護（要支援）者調査 600件 485件 80.8％ 

 （５）表記上の注意 

   ・単一回答における構成比（％）は、百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、

合計は 100％と一致しない場合がある。 

   ・構成比（％）は、回答人数を分母として算出している。 

   ・表記中のｎ＝は、回答者数を表している。 
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■□調査結果抜粋□■ 

 

 １ 介護・介助が必要になった原因について 

  「在宅要介護（要支援）者」における介護・介助が必要になった主な原因は、「骨折・転

倒」が 25.8％と最も多く、次いで「認知症（アルツハイマー病等）」が 25.3％、「脳卒中（脳

出血・脳梗塞等）」が 17.3％となっています。 

平成 28年度に実施した調査結果と比較すると、「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）」が５ポイ

ント以上減少しています。 
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複数回答のため合計

は100%にならない
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- 17.3% 8.5% 5.1% 6.7% 13.8% 25.3% 3.7% 7.1% 2.8% 6.2% 25.8% 2.5% 15.2% 13.4% 0.5%

134 36 12 11 13 7 31 4 9 5 4 18 6 12 16 1

- 26.9% 9.0% 8.2% 9.7% 5.2% 23.1% 3.0% 6.7% 3.7% 3.0% 13.4% 4.5% 9.0% 11.9% 0.7%

300 39 25 11 16 53 79 12 22 7 23 94 5 54 42 1
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 ２ どのような介護を受けたいかについて 

  介護を受けることになった場合に、どのような介護を受けたいかについては、「一般高齢

者」、「若年者」ともに「家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で

介護を受けたい」が最も多く、「一般高齢者」では 34.5%、「若年者」では 42.5％を占めて

います。 

 

 

 

 

  

12.2%

14.7%

24.7%

28.8%

34.5%

27.8%

4.9%

5.8%

12.2%

10.9%

8.6%

7.3%

2.9%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=504)

【受けたい介護について】

（一般高齢者）

9.4%

9.0%

17.5%

24.4%

42.5%

42.4%

12.1%

9.2%

9.2%

8.2%

7.8%

4.5%

1.4%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(n=487)

平成28年度

(n=488)

【受けたい介護について】

（若年者）

自宅で家族中心の介護を受けたい

自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合せた介護を受けたい

家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護を受けたい

有料老人ホームや高齢者向けの住宅に引っ越して介護を受けたい

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい

医療機関に入院して介護を受けたい

無回答
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【圏域別】受けたい介護について（一般高齢者） 

 

 

【圏域別】受けたい介護について（若年者） 

 

  

  

※
少数点第２位を四捨

五入しているため、

合計は100％と一致

しない場合がある

　

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

自

宅

で

家

族

中

心

の

介

護

を

受

け

た

い

自

宅

で

家

族

の

介

護

と

外

部

の

介

護

サ

ー

ビ

ス

を

組

み

合

せ

た

介

護

を

受

け

た

い 家

族

に

依

存

せ

ず

に

生

活

で

き

る

よ

う

な

介

護

サ

ー

ビ

ス

が

あ

れ

ば

自

宅

で

介

護

を

受

け

た

い

有

料

老

人

ホ

ー

ム

や

高

齢

者

向

け

の

住

宅

に

引

っ

越

し

て

介

護

を

受

け

た

い

特

別

養

護

老

人

ホ

ー

ム

な

ど

の

施

設

で

介

護

を

受

け

た

い

医

療

機

関

に

入

院

し

て

介

護

を

受

け

た

い

無

回

答

490 60 121 169 24 60 42 14
100.0% 12.2% 24.7% 34.5% 4.9% 12.2% 8.6% 2.9%

54 10 13 14 2 8 7 0
100.0% 18.5% 24.1% 25.9% 3.7% 14.8% 13.0% 0.0%

56 8 10 19 2 8 3 6
100.0% 14.3% 17.9% 33.9% 3.6% 14.3% 5.4% 10.7%

73 4 10 33 4 11 9 2
100.0% 5.5% 13.7% 45.2% 5.5% 15.1% 12.3% 2.7%

66 8 23 27 3 2 3 0
100.0% 12.1% 34.8% 40.9% 4.5% 3.0% 4.5% 0.0%

74 11 13 29 4 8 7 2
100.0% 14.9% 17.6% 39.2% 5.4% 10.8% 9.5% 2.7%

32 3 10 9 1 5 2 2
100.0% 9.4% 31.3% 28.1% 3.1% 15.6% 6.3% 6.3%

37 4 7 12 2 11 0 1
100.0% 10.8% 18.9% 32.4% 5.4% 29.7% 0.0% 2.7%

98 12 35 26 6 7 11 1
100.0% 12.2% 35.7% 26.5% 6.1% 7.1% 11.2% 1.0%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数

※
少数点第２位を四捨

五入しているため、

合計は100％と一致

しない場合がある

　

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

自

宅

で

家

族

中

心

の

介

護

を

受

け

た

い

自

宅

で

家

族

の

介

護

と

外

部

の

介

護

サ

ー

ビ

ス

を

組

み

合

せ

た

介

護

を

受

け

た

い

家

族

に

依

存

せ

ず

に

生

活

で

き

る

よ

う

な

介

護

サ

ー

ビ

ス

が

あ

れ

ば

自

宅

で

介

護

を

受

け

た

い

有

料

老

人

ホ

ー

ム

や

高

齢

者

向

け

の

住

宅

に

引

っ

越

し

て

介

護

を

受

け

た

い

特

別

養

護

老

人

ホ

ー

ム

な

ど

の

施

設

で

介

護

を

受

け

た

い

医

療

機

関

に

入

院

し

て

介

護

を

受

け

た

い

無

回

答

487 46 85 207 59 45 38 7
100.0% 9.4% 17.5% 42.5% 12.1% 9.2% 7.8% 1.4%

47 5 8 22 5 4 2 1
100.0% 10.6% 17.0% 46.8% 10.6% 8.5% 4.3% 2.1%

46 4 6 19 7 7 2 1
100.0% 8.7% 13.0% 41.3% 15.2% 15.2% 4.3% 2.2%

97 7 18 42 12 7 11 0
100.0% 7.2% 18.6% 43.3% 12.4% 7.2% 11.3% 0.0%

72 6 13 25 18 5 4 1
100.0% 8.3% 18.1% 34.7% 25.0% 6.9% 5.6% 1.4%

61 4 10 26 5 5 9 2
100.0% 6.6% 16.4% 42.6% 8.2% 8.2% 14.8% 3.3%

35 2 8 17 2 5 1 0
100.0% 5.7% 22.9% 48.6% 5.7% 14.3% 2.9% 0.0%

30 6 5 12 2 2 3 0
100.0% 20.0% 16.7% 40.0% 6.7% 6.7% 10.0% 0.0%

98 12 17 43 8 10 6 2
100.0% 12.2% 17.3% 43.9% 8.2% 10.2% 6.1% 2.0%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数
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３ 地域のつながりについて 

  お住まいの地域における地域のつながりについては、「一般高齢者」では「とても感じる」

が 33.5％、「少し感じる」が 35.1％を占め、「若年者」におきましても、「とても感じる」

が 24.0％、「少し感じる」が 42.5％を占めており、それぞれ６割以上の方が「地域のつな

がりを感じる」としています。 

 

 

 

 

  

33.5%

32.3%

35.1%

32.1%

13.1%

19.0%

8.0%

8.5%

9.2%

6.0%

1.2%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=504)

【地域のつながりを感じるかについて】

（一般高齢者）

24.0%

32.8%

42.5%

41.6%

18.3%

15.4%

6.0%

4.7%

8.0%

5.3%

1.2%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(n=487)

平成28年度

(n=488)

【地域のつながりを感じるかについて】

（若年者）

とても感じる 少し感じる あまり感じない 感じない わからない 無回答
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【圏域別】地域のつながりを感じるかについて（一般高齢者） 

 

 

【圏域別】地域のつながりを感じるかについて（若年者） 

 

 

 

 

※
少数点第２位を四捨

五入しているため、

合計は100％と一致

しない場合がある

　

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

と

て

も

感

じ

る

少

し

感

じ

る

あ

ま

り

感

じ

な

い

感

じ

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

490 164 172 64 39 45 6
100.0% 33.5% 35.1% 13.1% 8.0% 9.2% 1.2%

54 14 11 9 16 4 0
100.0% 25.9% 20.4% 16.7% 29.6% 7.4% 0.0%

56 14 16 11 6 8 1
100.0% 25.0% 28.6% 19.6% 10.7% 14.3% 1.8%

73 18 20 17 10 7 1
100.0% 24.7% 27.4% 23.3% 13.7% 9.6% 1.4%

66 23 32 4 0 7 0
100.0% 34.8% 48.5% 6.1% 0.0% 10.6% 0.0%

74 16 34 8 3 10 3
100.0% 21.6% 45.9% 10.8% 4.1% 13.5% 4.1%

32 17 8 4 1 2 0
100.0% 53.1% 25.0% 12.5% 3.1% 6.3% 0.0%

37 16 16 3 1 0 1
100.0% 43.2% 43.2% 8.1% 2.7% 0.0% 2.7%

98 46 35 8 2 7 0
100.0% 46.9% 35.7% 8.2% 2.0% 7.1% 0.0%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数

※
少数点第２位を四捨

五入しているため、

合計は100％と一致

しない場合がある

　

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

と

て

も

感

じ

る

少

し

感

じ

る

あ

ま

り

感

じ

な

い

感

じ

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

487 117 207 89 29 39 6
100.0% 24.0% 42.5% 18.3% 6.0% 8.0% 1.2%

47 3 16 17 10 1 0
100.0% 6.4% 34.0% 36.2% 21.3% 2.1% 0.0%

46 6 20 15 1 3 1
100.0% 13.0% 43.5% 32.6% 2.2% 6.5% 2.2%

97 12 47 21 5 11 1
100.0% 12.4% 48.5% 21.6% 5.2% 11.3% 1.0%

72 22 32 10 1 7 0
100.0% 30.6% 44.4% 13.9% 1.4% 9.7% 0.0%

61 9 29 12 4 6 1
100.0% 14.8% 47.5% 19.7% 6.6% 9.8% 1.6%

35 10 12 5 4 3 1
100.0% 28.6% 34.3% 14.3% 11.4% 8.6% 2.9%

30 13 12 3 0 2 0
100.0% 43.3% 40.0% 10.0% 0.0% 6.7% 0.0%

98 42 38 6 4 6 2
100.0% 42.9% 38.8% 6.1% 4.1% 6.1% 2.0%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数
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 ４ 社会活動への参加状況について（複数回答） 

  社会活動への参加状況については、「健康・スポーツ・レクリエーション（体操、歩こう

会、グラウンド・ゴルフ等）」が 37.8％と最も高い割合となっていますが、「活動・参加し

たものはない」についても 37.3％を占めています。 

  生きがいを感じていない人ほど、直近１年間に社会活動へ参加していない傾向がみられ

ることから、生きがいを感じ、活き活きした生活を送るためにも、社会活動への参加を促

していくことが必要です。 

 

 

  

※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

趣

味

（

囲

碁

、

将

棋

、

カ

ラ

オ

ケ

な

ど

）

健

康

・

ス

ポ

ー

ツ

・

レ

ク

リ

エ

ー

シ

ョ

ン

（

体

操

、

歩

こ

う

会

、

グ

ラ

ウ

ン

ド

・

ゴ

ル

フ

等

）

教

育

関

連

・

文

化

啓

発

活

動

（

子

ど

も

会

の

育

成

、

郷

土

芸

能

の

伝

承

等

）

学

校

支

援

活

動

（

学

習

活

動

、

学

校

行

事

等

の

補

助

、

校

内

の

環

境

整

備

）

生

活

環

境

改

善

（

環

境

美

化

、

緑

化

推

進

、

ま

ち

づ

く

り

等

）

安

全

管

理

（

交

通

安

全

、

防

犯

・

防

災

等

）

高

齢

者

の

支

援

（

家

事

援

助

、

移

送

等

）

子

育

て

支

援

（

保

育

の

手

伝

い

等

）

地

域

行

事

（

祭

り

な

ど

地

域

の

催

し

も

の

の

世

話

等

）

活

動

・

参

加

し

た

も

の

は

な

い

490 127 185 29 28 53 23 20 8 105 183
- 25.9% 37.8% 5.9% 5.7% 10.8% 4.7% 4.1% 1.6% 21.4% 37.3%

54 14 18 3 2 4 3 1 1 6 23
- 25.9% 33.3% 5.6% 3.7% 7.4% 5.6% 1.9% 1.9% 11.1% 42.6%

56 13 11 2 0 2 0 1 1 2 28
- 23.2% 19.6% 3.6% 0.0% 3.6% 0.0% 1.8% 1.8% 3.6% 50.0%

73 20 24 4 1 3 3 2 1 7 34
- 27.4% 32.9% 5.5% 1.4% 4.1% 4.1% 2.7% 1.4% 9.6% 46.6%

66 27 31 3 4 11 5 3 1 17 16
- 40.9% 47.0% 4.5% 6.1% 16.7% 7.6% 4.5% 1.5% 25.8% 24.2%

74 20 26 2 2 4 0 1 2 13 33
- 27.0% 35.1% 2.7% 2.7% 5.4% 0.0% 1.4% 2.7% 17.6% 44.6%

32 5 16 2 3 3 1 3 0 6 13
- 15.6% 50.0% 6.3% 9.4% 9.4% 3.1% 9.4% 0.0% 18.8% 40.6%

37 5 19 3 4 6 5 5 1 15 8
- 13.5% 51.4% 8.1% 10.8% 16.2% 13.5% 13.5% 2.7% 40.5% 21.6%

98 23 40 10 12 20 6 4 1 39 28
- 23.5% 40.8% 10.2% 12.2% 20.4% 6.1% 4.1% 1.0% 39.8% 28.6%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数

37.8% (185人)

25.9% (127人)

21.4% (105人)

10.8% (53人)

5.9% (29人)

5.7% (28人)

4.7% (23人)

4.1% (20人)

1.6% (8人)

37.3% (183人)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

健康・スポーツ・レクリエーション

（体操、歩こう会、グラウンド・ゴルフ等）

趣味

（囲碁、将棋、カラオケなど）

地域行事

（祭りなど地域の催しものの世話等）

生活環境改善

（環境美化、緑化推進、まちづくり等）

教育関連・文化啓発活動

（子ども会の育成、郷土芸能の伝承等）

学校支援活動

（学習活動、学校行事等の補助、校内の環境整備）

安全管理

（交通安全、防犯・防災等）

高齢者の支援

（家事援助、移送等）

子育て支援

（保育の手伝い等）

活動・参加したものはない

【社会活動の参加状況】（一般高齢者）
(n=490)
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25.9% (127人)

37.8% (185人)

5.9% (29人)

5.7% (28人)

10.8% (53人)

4.7% (23人)

4.1% (20人)

1.6% (8人)

21.4% (105人)

37.3% (183人)

39.6% (61人)

46.1% (71人)

7.1% (11人)

9.7% (15人)

15.6% (24人)

9.1% (14人)

7.1% (11人)

3.9% (6人)

33.1% (51人)

24.0% (37人)

26.2% (59人)

39.6% (89人)

7.1% (16人)

4.4% (10人)

11.6% (26人)

3.6% (8人)

3.1% (7人)

0.9% (2人)

18.7% (42人)

34.2% (77人)

9.4% (5人)

22.6% (12人)

3.8% (2人)

1.9% (1人)

3.8% (2人)

13.2% (7人)

60.4% (32人)

12.5% (1人)

12.5% (1人)

87.5% (7人)

2.4% (1人)

21.4% (9人)

2.4% (1人)

7.1% (3人)

66.7% (28人)

12.5% (1人)

37.5% (3人)

12.5% (1人)

25.0% (2人)

12.5% (1人)

25.0% (2人)

25.0% (2人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

趣味

（囲碁、将棋、カラオケなど）

健康・スポーツ・レクリエーション

（体操、歩こう会、グラウンド・ゴルフ等）

教育関連・文化啓発活動

（子ども会の育成、郷土芸能の伝承等）

学校支援活動

（学習活動、学校行事等の補助、校内の環境

整備）

生活環境改善

（環境美化、緑化推進、まちづくり等）

安全管理

（交通安全、防犯・防災等）

高齢者の支援

（家事援助、移送等）

子育て支援

（保育の手伝い等）

地域行事

（祭りなど地域の催しものの世話等）

活動・参加したものはない

【１年間の社会活動への参加状況と生きがいの感じ方】

（一般高齢者）

全体(n=490)

十分感じている(n=154)

多少感じている(n=225)

あまり感じていない(n=53)

まったく感じていない(n=8)

わからない(n=42)

無回答(n=8)
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 ５ 介護予防について（複数回答） 

  介護予防について県や市に求める取り組みについては、「一般高齢者」、「若年者」ともに

「運動・転倒に関すること」が最も高い割合を占めており、「一般高齢者」では 65.1％、「若

年者」では 56.1％を占めています。 

  平成 28年度に実施した調査結果と比較すると、一般高齢者において「栄養改善に関する

こと」、「運動・転倒予防に関すること」について増加しています。 

 

 

 

 

 

  

65.1%

50.2%

37.8%

33.5%

21.6%

19.6%

60.9%

50.4%

32.3%

31.2%

17.5%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80%

運動・転倒予防に関すること

認知症の予防・支援に関すること

栄養改善に関すること

閉じこもりの予防・支援に関すること

口腔機能向上に関すること

うつ病の予防・支援に関すること

【県や市町村に力を入れて欲しい介護予防の取り組み】

（一般高齢者）

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=504)

56.1%

55.9%

43.7%

38.6%

36.6%

23.6%

56.1%

59.2%

45.9%

44.5%

33.2%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80%

運動・転倒予防に関すること

認知症の予防・支援に関すること

閉じこもりの予防・支援に関すること

栄養改善に関すること

うつ病の予防・支援に関すること

口腔機能向上に関すること

【県や市町村に力を入れて欲しい介護予防の取り組み】

（若年者）

令和元年度

(n=487)

平成28年度

(n=488)
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【圏域別】県や市町村に力を入れて欲しい介護予防の取り組み（一般高齢者） 

 

 

【圏域別】県や市町村に力を入れて欲しい介護予防の取り組み（若年者） 

 

  

※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

運

動

・

転

倒

予

防

に

関

す

る

こ

と

栄

養

改

善

に

関

す

る

こ

と

口

腔

機

能

向

上

に

関

す

る

こ

と

閉

じ

こ

も

り

の

予

防

・

支

援

に

関

す

る

こ

と

認

知

症

の

予

防

・

支

援

に

関

す

る

こ

と

う

つ

病

の

予

防

・

支

援

に

関

す

る

こ

と

490 319 185 106 164 246 96
- 65.1% 37.8% 21.6% 33.5% 50.2% 19.6%

54 33 22 17 16 30 13
- 61.1% 40.7% 31.5% 29.6% 55.6% 24.1%

56 31 17 3 22 18 10
- 55.4% 30.4% 5.4% 39.3% 32.1% 17.9%

73 47 28 18 24 38 16
- 64.4% 38.4% 24.7% 32.9% 52.1% 21.9%

66 54 31 18 25 32 12
- 81.8% 47.0% 27.3% 37.9% 48.5% 18.2%

74 41 29 12 20 34 11
- 55.4% 39.2% 16.2% 27.0% 45.9% 14.9%

32 18 12 6 9 14 4
- 56.3% 37.5% 18.8% 28.1% 43.8% 12.5%

37 26 13 6 16 18 6
- 70.3% 35.1% 16.2% 43.2% 48.6% 16.2%

98 69 33 26 32 62 24
- 70.4% 33.7% 26.5% 32.7% 63.3% 24.5%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数

※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

運

動

・

転

倒

予

防

に

関

す

る

こ

と

栄

養

改

善

に

関

す

る

こ

と

口

腔

機

能

向

上

に

関

す

る

こ

と

閉

じ

こ

も

り

の

予

防

・

支

援

に

関

す

る

こ

と

認

知

症

の

予

防

・

支

援

に

関

す

る

こ

と

う

つ

病

の

予

防

・

支

援

に

関

す

る

こ

と

487 273 188 115 213 272 178
- 56.1% 38.6% 23.6% 43.7% 55.9% 36.6%

47 27 16 9 20 26 16
- 57.4% 34.0% 19.1% 42.6% 55.3% 34.0%

46 25 25 14 21 27 22
- 54.3% 54.3% 30.4% 45.7% 58.7% 47.8%

97 54 42 27 44 45 37
- 55.7% 43.3% 27.8% 45.4% 46.4% 38.1%

72 40 16 13 39 40 20
- 55.6% 22.2% 18.1% 54.2% 55.6% 27.8%

61 33 21 14 27 32 23
- 54.1% 34.4% 23.0% 44.3% 52.5% 37.7%

35 19 10 7 13 20 11
- 54.3% 28.6% 20.0% 37.1% 57.1% 31.4%

30 17 13 5 9 16 9
- 56.7% 43.3% 16.7% 30.0% 53.3% 30.0%

98 57 44 25 39 65 39
- 58.2% 44.9% 25.5% 39.8% 66.3% 39.8%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数
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 ６ 認知症についての不安について（複数回答） 

  認知症について不安なことや心配なこととして、「自分や家族が認知症にならないか心配

である」が 43.7％と最も多く、次いで「不安なことや心配なことはない」が 28.0％、「自

分のことで、最近「もの忘れ」があり認知症ではないかと心配である」が 23.7％となって

います。平成 28年度に実施した調査結果と比較すると、大きな差異はみられませんでした。 

 

 

 

  

43.7%

23.7%

22.2%

10.4%

10.0%

6.1%

28.0%

44.2%

22.6%

25.6%

13.3%

12.3%

3.4%

27.2%

0% 20% 40% 60%

自分や家族が認知症にならないか心配である

自分のことで、最近「もの忘れ」があり認知症では

ないかと心配である

認知症になった時の対応や介護の仕方がわからない

家族のことで、最近「もの忘れ」が多くなるなど

「おかしいな？」と感じるが、単なる「もの忘れ」

なのか、認知症なのかわからない

心配事を相談したくてもどこに相談したらよいかわ

からない

その他

不安なことや心配なことはない

【認知症について、不安なことや心配なこと】

（一般高齢者）

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=504)

 

※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

自

分

の

こ

と

で

、

最

近

「

も

の

忘

れ

」

が

あ

り

認

知

症

で

は

な

い

か

と

心

配

で

あ

る

家

族

の

こ

と

で

、

最

近

「

も

の

忘

れ

」

が

多

く

な

る

な

ど

「

お

か

し

い

な

？

」

と

感

じ

る

が

、

単

な

る

「

も

の

忘

れ

」

な

の

か

、

認

知

症

な

の

か

わ

か

ら

な

い

自

分

や

家

族

が

認

知

症

に

な

ら

な

い

か

心

配

で

あ

る

心

配

事

を

相

談

し

た

く

て

も

ど

こ

に

相

談

し

た

ら

よ

い

か

わ

か

ら

な

い

認

知

症

に

な

っ

た

と

き

の

対

応

や

介

護

の

仕

方

が

わ

か

ら

な

い

そ

の

他

不

安

な

こ

と

や

心

配

な

こ

と

は

な

い

490 116 51 214 49 109 30 137
- 23.7% 10.4% 43.7% 10.0% 22.2% 6.1% 28.0%

54 9 5 22 3 13 1 19
- 16.7% 9.3% 40.7% 5.6% 24.1% 1.9% 35.2%

56 9 1 14 6 9 1 25
- 16.1% 1.8% 25.0% 10.7% 16.1% 1.8% 44.6%

73 17 10 24 12 19 5 28
- 23.3% 13.7% 32.9% 16.4% 26.0% 6.8% 38.4%

66 16 8 34 8 10 5 16
- 24.2% 12.1% 51.5% 12.1% 15.2% 7.6% 24.2%

74 20 9 39 8 14 3 15
- 27.0% 12.2% 52.7% 10.8% 18.9% 4.1% 20.3%

32 2 2 13 2 10 2 13
- 6.3% 6.3% 40.6% 6.3% 31.3% 6.3% 40.6%

37 9 7 21 5 11 0 4
- 24.3% 18.9% 56.8% 13.5% 29.7% 0.0% 10.8%

98 34 9 47 5 23 13 17
- 34.7% 9.2% 48.0% 5.1% 23.5% 13.3% 17.3%

総数

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用
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 ７ 認知症に関する相談窓口の把握について（複数回答） 

  認知症に関する相談窓口については、「一般高齢者」、「若年者」ともに「知らない」が最

も高い割合を占めており、「一般高齢者」では 45.1％、「若年者」では 50.5％を占めていま

す。 

  平成 28年度に実施した調査結果と比較すると、大きな差異はみられないものの、一般高

齢者における「知らない」については 4.5ポイント減少しています。 

 

 

 

 

28.6%

24.7%

19.8%

3.1%

2.7%

2.7%

2.7%

45.1%

24.0%

20.8%

17.9%

8.7%

3.6%

4.6%

2.0%

49.6%

0% 20% 40% 60%

医療機関

地域包括支援センター

市町村

認知症疾患医療センター

保健所

認知症の人と家族の会

その他

知らない

【認知症相談窓口として知っている場所】

（一般高齢者）

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=504)

31.2%

23.8%

23.4%

8.2%

7.2%

5.3%

2.1%

50.5%

33.6%

28.3%

22.5%

7.6%

6.8%

5.9%

1.0%

44.5%

0% 20% 40% 60%

医療機関

地域包括支援センター

市町村

認知症疾患医療センター

保健所

認知症の人と家族の会

その他

知らない

【認知症相談窓口として知っている場所】

（若年者）

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=488)
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【圏域別】認知症相談窓口として知っている場所（一般高齢者） 

 

 

【圏域別】認知症相談窓口として知っている場所（若年者） 

 

  

※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ
ー

市

町

村

保

健

所

医

療

機

関

認

知

症

疾

患

医

療

セ

ン

タ
ー

認

知

症

の

人

と

家

族

の

会

そ

の

他

知

ら

な

い

490 121 97 13 140 15 13 13 221
- 24.7% 19.8% 2.7% 28.6% 3.1% 2.7% 2.7% 45.1%

54 9 15 1 13 0 2 1 25
- 16.7% 27.8% 1.9% 24.1% 0.0% 3.7% 1.9% 46.3%

56 6 2 0 10 1 0 1 35
- 10.7% 3.6% 0.0% 17.9% 1.8% 0.0% 1.8% 62.5%

73 16 7 3 15 3 3 1 43
- 21.9% 9.6% 4.1% 20.5% 4.1% 4.1% 1.4% 58.9%

66 23 16 2 25 1 4 2 23
- 34.8% 24.2% 3.0% 37.9% 1.5% 6.1% 3.0% 34.8%

74 13 18 2 25 3 2 2 30
- 17.6% 24.3% 2.7% 33.8% 4.1% 2.7% 2.7% 40.5%

32 8 6 2 8 2 1 1 17
- 25.0% 18.8% 6.3% 25.0% 6.3% 3.1% 3.1% 53.1%

37 18 15 0 11 2 0 1 8
- 48.6% 40.5% 0.0% 29.7% 5.4% 0.0% 2.7% 21.6%

98 28 18 3 33 3 1 4 40
- 28.6% 18.4% 3.1% 33.7% 3.1% 1.0% 4.1% 40.8%

総数

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ
ー

市

町

村

保

健

所

医

療

機

関

認

知

症

疾

患

医

療

セ

ン

タ
ー

認

知

症

の

人

と

家

族

の

会

そ

の

他

知

ら

な

い

487 116 114 35 152 40 26 10 246
- 23.8% 23.4% 7.2% 31.2% 8.2% 5.3% 2.1% 50.5%

47 9 12 5 9 4 1 1 25
- 19.1% 25.5% 10.6% 19.1% 8.5% 2.1% 2.1% 53.2%

46 16 11 2 18 4 2 0 17
- 34.8% 23.9% 4.3% 39.1% 8.7% 4.3% 0.0% 37.0%

97 23 21 7 26 10 8 0 53
- 23.7% 21.6% 7.2% 26.8% 10.3% 8.2% 0.0% 54.6%

72 14 13 0 21 4 3 1 40
- 19.4% 18.1% 0.0% 29.2% 5.6% 4.2% 1.4% 55.6%

61 17 16 9 21 12 8 4 29
- 27.9% 26.2% 14.8% 34.4% 19.7% 13.1% 6.6% 47.5%

35 2 3 4 10 0 0 0 21
- 5.7% 8.6% 11.4% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 60.0%

30 11 13 1 10 2 2 2 11
- 36.7% 43.3% 3.3% 33.3% 6.7% 6.7% 6.7% 36.7%

98 24 24 7 36 4 2 2 50
- 24.5% 24.5% 7.1% 36.7% 4.1% 2.0% 2.0% 51.0%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数
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 ８ 高齢社会対策への取り組み等について（複数回答） 

  高齢社会対策について県や市に求める取り組みについては、「在宅で生活可能な福祉サー

ビスや介護サービスの整備」46.3％と最も多く、次いで「健康づくり、介護予防や認知症

予防のための取組」が 39.6％、「高齢者の外出・利用に配慮した公共交通機関の整備や公共

施設等（道路を含む）におけるバリアフリー化」が 28.2％を占めています。 

  平成 28 年度に実施した調査結果と比較すると、「高齢者の身体が不自由になっても生活

できる住宅の整備」が 3.2ポイント増加しています。 

 

 

46.3%

39.6%

28.2%

26.5%

24.5%

23.5%

20.6%

17.6%

8.0%

2.7%

45.2%

42.1%

24.4%

19.6%

29.6%

27.6%

24.6%

17.1%

7.7%

1.2%

0% 20% 40% 60%

在宅での生活を続けられるような多様な福祉サービスや

介護サービスの整備

健康づくり、介護予防や認知症予防のための取組

高齢者の外出・利用に配慮した公共交通機関の整備や公

共施設等（道路を含む）におけるバリアフリー化

高齢者の身体が不自由になっても生活できる住宅の整備

高齢者が生涯働き続けられる環境づくり（就労の場の確

保、技術・技能・経験を活かした就労のあっせん、支援

の仕組みづくり等）

高齢者の生きがいづくり・ボランティア活動など様々な

社会活動への参加促進

地域における見守り活動の促進

特別養護老人ホームなどの施設サービスの整備

高齢者に対する犯罪（窃盗・詐欺等）や交通事故防止の

対策

成年後見制度や高齢者虐待防止など高齢者の権利擁護

【高齢社会対策への取り組み等について】

（一般高齢者）

令和元年度

(n=490)

平成28年度

(n=504)
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※
複数回答のため合計

は100%にならない

上段：回答者数

下段：構成比

　　　　上位１項目

サ

ン

プ

ル

数

高

齢

者

の

生

き

が

い

づ

く

り

・

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

活

動

な

ど

様

々

な

社

会

活

動

へ

の

参

加

促

進

高

齢

者

が

生

涯

働

き

続

け

ら

れ

る

環

境

づ

く

り

（

就

労

の

場

の

確

保

、

技

術

・

技

能

・

経

験

を

活

か

し

た

就

労

の

あ

っ

せ

ん

、

支

援

の

仕

組

み

づ

く

り

等

）

健

康

づ

く

り

、

介

護

予

防

や

認

知

症

予

防

の

た

め

の

取

組

在

宅

で

の

生

活

を

続

け

ら

れ

る

よ

う

な

多

様

な

福

祉

サ

ー

ビ

ス

や

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

整

備

特

別

養

護

老

人

ホ

ー

ム

な

ど

の

施

設

サ

ー

ビ

ス

の

整

備 地

域

に

お

け

る

見

守

り

活

動

の

促

進

成

年

後

見

制

度

や

高

齢

者

虐

待

防

止

な

ど

高

齢

者

の

権

利

擁

護

高

齢

者

に

対

す

る

犯

罪

（

窃

盗

・

詐

欺

等

）

や

交

通

事

故

防

止

の

対

策

高

齢

者

の

身

体

が

不

自

由

に

な

っ

て

も

生

活

で

き

る

住

宅

の

整

備

高

齢

者

の

外

出

・

利

用

に

配

慮

し

た

公

共

交

通

機

関

の

整

備

や

公

共

施

設

等

（

道

路

を

含

む

）

に

お

け

る

バ

リ

ア

フ

リ

ー

化

490 115 120 194 227 86 101 13 39 130 138
- 23.5% 24.5% 39.6% 46.3% 17.6% 20.6% 2.7% 8.0% 26.5% 28.2%

54 12 15 25 24 12 7 1 4 10 11
- 22.2% 27.8% 46.3% 44.4% 22.2% 13.0% 1.9% 7.4% 18.5% 20.4%

56 11 19 16 17 8 9 2 4 21 26
- 19.6% 33.9% 28.6% 30.4% 14.3% 16.1% 3.6% 7.1% 37.5% 46.4%

73 14 11 23 36 14 11 2 6 23 20
- 19.2% 15.1% 31.5% 49.3% 19.2% 15.1% 2.7% 8.2% 31.5% 27.4%

66 28 22 32 38 12 14 2 5 16 15
- 42.4% 33.3% 48.5% 57.6% 18.2% 21.2% 3.0% 7.6% 24.2% 22.7%

74 13 16 30 34 10 20 0 9 21 16
- 17.6% 21.6% 40.5% 45.9% 13.5% 27.0% 0.0% 12.2% 28.4% 21.6%

32 6 5 13 14 6 5 1 0 10 11
- 18.8% 15.6% 40.6% 43.8% 18.8% 15.6% 3.1% 0.0% 31.3% 34.4%

37 11 8 15 21 8 10 2 2 6 5
- 29.7% 21.6% 40.5% 56.8% 21.6% 27.0% 5.4% 5.4% 16.2% 13.5%

98 20 24 40 43 16 25 3 9 23 34
- 20.4% 24.5% 40.8% 43.9% 16.3% 25.5% 3.1% 9.2% 23.5% 34.7%

笠利

圏

域

別

金久

伊津部

奄美

上方

下方

古見方

住用

総数
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３ 在宅生活改善調査の結果概要                         

■□調査の目的□■ 

 ・在宅生活改善調査では、現在自宅等にお住まいの方で、「現在のサービス利用では、生活

の維持が難しくなっている方」の、①人数、②生活の維持が難しくなっている理由、③

生活の改善のために必要な支援・サービス等を把握しました。 

・調査の結果や、調査結果に基づいた関係者間での議論を通じ、住み慣れた地域での生活

の継続性を高めるために必要な支援やサービス、連携のあり方を検討し、介護保険事業

計画に反映していくことを目的として実施しました。 

 

■□調査概要□■ 

 （１）調査期間 

     令和２年 11月４日～11月 24日 

 （２）調査対象 

     奄美市の居宅介護支援事業所の管理者及びケアマネージャーを対象 

 （３）回収結果 

調査の種類 調査数 有効回収数 有効回収率 

在宅生活改善調査 28事業所 24事業所 85.7％ 

 （４）表記上の注意 

   ・単一回答における構成比（％）は、百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、

合計は 100％と一致しない場合がある。 

   ・構成比（％）は、回答人数を分母として算出している。 

   ・表記中のｎ＝は、回答者数を表している。 
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４ 奄美市の課題                         

  奄美市ならではの事情による課題や、不足している取り組みについて地域の声の一部を

抽出しました。今後、それぞれの仕組みづくりを検討しながら、本計画に基づいて各種施

策を推進し、これらの問題解決に向けて取り組みます。 

 

住まい環境の問題 

身体的な問題 

組織連携・周知・把握不足 

制度の認識不足 

人口減による問題 

買い物・ゴミ出し・移動 

介護保険の問題 ボランティア・受け皿不足 
地域とのつながり 

家族の問題 

・地域によって自治会の組織
率に差がある 

・地域とのつながりが少ない
（特に若い世代） 

・世代間交流が少ない 

・高齢者の孤立 

・趣味やスポーツ関係のグル
ープ活動への不参加 

・ボランティア機能の弱さ 

・ボランティアの育成に取
り組めていない 

・高齢者の受け皿がはっき
りしていない 

・公的なもの以外のサービ
ス・選択肢の不足 

・活動に必要な技術や経験
不足による不安 

・親子関係が希薄 

・同居者の介護による家
族負担の増加 

・身近に家族が居ない 

・若年層の疾患の増加 

・一人暮らし高齢者・高齢
者のみ世帯の増加 

・親亡き後の不安 

・子どもや孫の将来に対
する不安 

・看取り介護 

・総人口の減少 

・高齢者世帯の増加 

・若者の流出 

・働く場の少なさ 

・独身男女の増加 

・老老介護 

・小売店の減少 

・歩いて行けるお店が少ない 

・買い物弱者の増加 

・ゴミ出しの支援 

・移動手段が少ない 

・通院場所や避難所が遠い 

・介護保険の仕組みがわからない 

・保険料の使われ方がわからない 

・相談窓口を知らない 

・要介護・要支援認定率の高さ 

・介護施設が増える 

・保険料による不平等感 

・地域資源の違いによるサー
ビスの不公平感 

・家に風呂や手すりのない高
齢者も多い 

・階段の多い住宅等での一人
暮らし 

・建物の老朽化 

・災害対策が不完全 

・健康・体力に自信がない 

・高齢者の経済的負担増 

・低所得者割合が高い 

・財産管理・相続問題 

・医療・介護連携の周知不足 

・組織内の連携の弱さ 

・介護保険制度の周知不足 

・社会資源の把握不足 
経済的な問題 
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第３章 高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険

事業計画 

１ 第 8 期計画の基本理念及び基本目標 

 

 

奄美市では前計画の理念を継承して「健康で長寿を謳歌するまちづくり」を基本理念

とし、本計画を策定します。 

今後増加が見込まれる高齢者世帯・認知症高齢者や、その他の地域課題に対応するた

めには、住民や関係機関が一体となって、将来にわたり持続可能な支え合いの体制を構

築することが求められます。 

この理念の実現へ向けて、2025 年・2040 年を見据えながら各施策を展開し、地域の

人たちのつながりを深め、高齢者自身が健康を維持しながら活躍できる姿を目指します。 

 

基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域共生社会の実現

介護保険制度の

適切な運営と

基盤整備

介護予防・健康

づくり施策の

充実・推進
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２ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『 

健
康
で
長
寿
を
謳
歌
す
る
ま
ち
づ
く
り 

』 

施策の柱 １ 

地域の課題を「我が事」として、 

解決に導く支え合いの地域づくり 

施策の柱 基本目標 

施策の柱 ２ 

共生と予防の両輪による認知症施

策の推進 

施策の柱 ３ 

健康寿命の延伸に向けた取り組み 

施策の柱 ４ 

2025・2040 年を見据えたサービ

ス・人的基盤の整備 

地域共生社会の
実現 

介護予防・健康
づくり施策の 
充実・推進 

介護保険制度の
適切な運営と 

基盤整備 

基本理念 

施策の柱 ５ 

介護保険制度の適切な運営と基

盤整備 

（第８期介護保険事業計画） 
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  具体的な取り組み 

・地域の支え合い活動の推進 
・特色ある地域づくりによる地域共生社会の実現 

1-1) 地域共生社会の実現に向けた地域づくり 

1-2) 地域を支える多様な担い手への支援 ・地域ボランティアを活用した担い手確保 

2-1) 共生による認知症施策の推進 ・認知症サポーター養成講座やボランティア活動の普及 
・チームオレンジの取り組み 

2-2) 予防による認知症施策の推進 
・認知症の早期発見・早期対応 
・医療と介護の充実による認知症支援体制の強化 
・認知症本人と家族などの介護者への支援体制強化 

3-1) 生涯現役社会の構築と積極的な社会参加

の促進 

3-2) 人生 100 年時代を見据えた健康づくり 

3-3) 地域の特色を踏まえた介護予防の推進 

・就労や老人クラブ活動による生きがいづくり 
・生涯スポーツの推進 

・健康意識の啓発 
・生活習慣改善の推進 

・住民主体の通いの場の充実 
・一般介護予防事業の充実・推進 
・自立支援・重度化防止の推進 
・介護予防・日常生活支援総合事業の強化 
・保険者機能推進交付金への取り組み 

4-1) 地域包括ケアシステムの深化・推進 

・地域包括支援センターの機能強化 
・多職種・関係団体との連携による地域ケア会議の開催 
・地域医療及び在宅医療・介護連携の推進 
・介護講座や研修会の実施 

4-2) 感染症・災害対策の推進 ・感染症対策に係る体制の整備 
・災害対策に係る体制の整備 

4-3) 安心できる住まいの確保 

4-5) 介護サービス等の業務効率化と更なる

質の向上 

4-6) 高齢者等の権利擁護の推進 

4-7) 高齢者虐待防止に向けた取り組み 

4-4) 総合的な安全対策の強化 

・多様な住まいへの支援 
・高齢者の住まいや居住環境の整備 

・地域ネットワークによる高齢者見守り体制の充実 

・専門職の質の向上に向けた取り組み 
・介護人材の確保 
・介護サービスの業務効率化 
 

・高齢者の権利擁護体制の強化 
・成年後見制度の利用促進 

・高齢者虐待の未然防止 
・早期発見・早期対応の充実 

５-1) 介護保険サービスの円滑な提供 
・日常生活圏域の設定と現状 
・介護保険サービスの見込み 
・第１号被保険者の保険料 

５-2) 介護保険制度の基盤整備 
・介護給付適正化事業の推進 

・介護保険サービスの質の向上 
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奄美市が目指す支えあいのすがた 

 

地域ぐるみの 
支えあい・見守り 介護保険サービス 

の円滑な提供 
認知症の支援 

医療と介護 
の連携 

高齢者の 
生きがいづくり 

生活支援 
・介護予防 

生活支援の 
しくみづくり 

安心できる 
住まいの確保 

安全な暮らし 
権利擁護 

ボランティア団体 病院 

福祉施設 社会福祉協議会 

他民間事業所 

消防 

警察 

家族の会 

家庭 
老人クラブ 

集落・自治会 

介護事業所 

学校 

在宅介護 
支援センター NPO法人 

包括支援 
センター 

感染症 
・災害対策 

居宅介護支援事業所 

薬局 
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３ 具体的な取り組み 

施策の柱 １ 地域の課題を「我が事」として解決に導く支え合
いの地域づくり 

【現状及び今後の方針】 

2025 年はいわゆる「団塊の世代」が後期高齢者となり、また 2040 年はいわゆる「団塊

ジュニア世代※1」が 65 歳以上となり、生産年齢人口の減少が見込まれています。 

高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できる地域づくりを進めるには、介護サービス

や高齢者福祉の充実だけではなく、障害のある方や子ども、生活困窮者といった、地域に

住んでいる全ての人々がともに支え合い、力を発揮できる「地域共生社会」の実現に向け

た支援体制の整備や取り組みが求められます。 

自らの介護予防・健康増進への取り組みに加え、住民同士がお互いに支え合える体制の

整備、公的な介護・福祉サービスの充実など、自助・互助・共助・公助2がいずれも欠ける

ことなく互いに連携していくことが重要です。 

  本市の高齢者実態調査において、「現在の住居にずっと住み続けたい」と回答した方が、

８割を超えているとともに、社会活動への参加については、約６割の方々が「活動・参加

している」状況となっており、社会活動へ参加している人ほど、生きがいを感じていると

の傾向が表れています。 

  社会活動に参加することで、自身の役割や生きがいを見い出し、日常生活の充実につな

がるよう、高齢者の方が社会活動に参加しやすい環境づくりに取り組み、世代や分野を超

えた介護予防や地域共生社会の実現へとつなげていきます。 

 

 

  

 
※1 団塊ジュニア世代とは、1971 年から 1974 年までに生まれた世代の人を意味し、第２次ベビーブー

ム世代とも呼ばれています。世代人口は第１次ベビーブームの団塊の世代（1947年～1949年生まれ）

に次いで多い世代です。 
※2 地域包括ケアシステムが効果的に機能するために、自らの健康に注意を払い介護予防活動に取り組

んだり、健康維持のために検診を受けたり、病気のおそれがある際には受診を行う自発的に自身の

生活課題を解決するなどの「自助」、家族・友人・クラブ活動仲間など、個人的な関係性を持つ人間

同士が助け合い、それぞれが抱える生活課題をお互いが解決し合う「互助」、医療、年金、介護保険、

社会保険制度など制度化された相互扶助をさす「共助」、自助・互助・共助では対応出来ないこと（困

窮等）に対して最終的に必要な生活保障を行う社会福祉制度の「公助」を表しています。 
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【地域包括ケアシステムの概念図】 

 

「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福祉」の３枚の

葉が、専門職によるサービス提供として表現され、その機能を十分に

発揮するための前提として、「介護予防・生活支援」や「すまいとすま

い方」が基本になるとともに、これらの要素が相互に関係しながら、

包括的に提供されるあり方の重要性を示したもの。 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マ

ネジメント」（地域包括ケアシステム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業）、

平成 27 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業、2016 年 
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【取組の概要】 

１－１）地域共生社会の実現に向けた地域づくり                   

① 地域の支え合い活動の推進 

  第７期計画では日常生活圏域ごとに行われている地域の支え合い活動における体制づく

りや、地域の健康教室への関わりによって、高齢者をはじめとする住民の方に地域づくり

参加への働きかけときっかけづくりの提供に取り組んできました。 

地域の支え合い活動は、地区ごとの地域づくりの基礎となることから、今後も引き続き

活動の支援・充実を目指します。なお、高齢者の多様な社会参加ニーズに応えられるメニ

ューの確保・充実を図り、高齢者の方が地域活動に参加し、地域の人たちと関わりを深め、

自身の生きがいづくりにつなげる機会の確保や地域での高齢者の孤立防止に努めます。 

 

 

② 特色ある地域づくりによる地域共生社会の実現 

  日常生活圏域ごとに高齢化率、人口減少率、自治会等の組織率、社会資源等の状況は異

なり、地域の解決すべき課題や問題は、多種多様です。 

そのため、課題を解決するためのアプローチだけでなく、共鳴・共感型のアプローチ※3を

取り入れ、顔の見える関係性の構築から始めるなど、それぞれの地域特色に応じた施策推

進が求められます。 

地域の課題を「我が事」として解決に導く支え合いの地域づくりには、地域に生きる一

人ひとりが尊重され、多様な経路で社会とつながり参画することで、その生きる力や可能

性を最大限に発揮できる包摂的※4な地域共生社会の実現に向け、着実に取り組んでいく必

要があります。 

  具体的には、各地域に生活支援コーディネーターや協議体を設置し、福祉の視点からの

地域づくり活動を推進しながら市民の参画と協働を促進することで、地域が一体となった

取り組みや施策を展開していきます。 

 

  

 
※3 他人と自分とが同じ感覚を共有し、他人の考えや感情を良いものとして、同じ考えを共有し合うこ

とを表します。 
※4 特定の人々に限らず、社会的に弱い立場にある人々も含めた市民一人ひとりが社会（地域社会）に

受け入れられ、地域社会の一員として支え合う考え方を表します。 
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１－２）地域を支える多様な担い手への支援                   

① 地域ボランティアを活用した担い手確保 

  団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向けて、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援

の目的のもと、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、本市の特性に合わせ

た地域包括ケアシステムの早期実現を目指しています。 

  本市では、地域ボランティアを活用した総合事業等の担い手確保に努めます。 

 

 

 

 

  

（高齢者による見守り活動） 
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施策の柱 ２ 共生と予防の両輪による認知症施策の推進 

【現状及び今後の方針】 

国は「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の発症を遅らせるとともに、認知症になっ

ても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しな

がら「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進しています。 

今後、増加すると予測される認知症の方やその家族を支えていくためには、医療や介護

等関係機関の連携を強化し、早期発見・相談支援体制の充実、地域における見守り活動の

推進等幅広い支援が必要となります。 

高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者の増加も見込まれ、全国では 2025年（令和 7年）

には 700万人超になると推測されています。本市でも平成 31年 3月末の「認知症高齢者の

日常生活自立度※5」Ⅱ a 以上の割合は高齢者の 1割にのぼり、今後も増加が見込まれてい

ます。また、高齢者実態調査において、認知症における不安や心配なことについては、約５

割が「自分や家族が認知症にならないか心配である」と回答しているにもかかわらず、認

知症に係る相談窓口を把握していないという結果が出ています。 

さらに、県や市町村に力を入れて欲しい介護予防の取り組みについても「認知症の予防・

支援に関すること」への回答が高くなっています。 

今後の認知症対策では、「認知症施策推進大綱」を踏まえつつ、他の分野とも連携して取

り組みを進めることが重要となります。 

認知症になっても、本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができるように、認知症の方やその家族への早期診断・早期対応が可能な支援体制を

構築します。また、認知症に対する理解を深めるため、地域や事業所等に対して、認知症の

方やその家族をあたたかく見守るための知識の普及・啓発と支え合える地域共生社会の実

現を目指します。 

 
※5 認知症高齢者の日常生活自立度とは、認知症の高齢者にかかる介護の度合いを分類したもので、要

介護認定の際に使用されます。 
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【取組の概要】 

２－１）共生による認知症施策の推進                   

① 認知症サポーター養成講座やボランティア活動の普及 

  認知症サポーター養成講座では、幅広い年代に講座を受講していただけるよう働きかけ

を行い、特に教育分野との連携を図り、認知症に対する理解を深めるため、地域や事業所

等に対して認知症の方やその家族をあたたかく見守るための知識の普及・啓発を推進しま

す。キャラバンメイト※6の活動を活発にし、交流ができるような場が必要と考えます。ま

た、ボランティア登録者に対して、活動へのモチベーションの維持やボランティア活動を

している方の悩みの共有と更なる資質の向上を目指し、フォローアップ講座を実施します。 

  認知症の方が、住み慣れた地域で自分らしく生活するためには、住民が認知症に関して

正しい知識を持ち、見守る環境と意識の醸成が重要です。認知症サポーター養成講座だけ

でなく、住民向けの認知症講座を開催し、認知症への理解を深め、住民の認知症の方に対

する対応力の向上を目指します。また、認知症サポーターが地域で活躍できるように、認

知症サポーター養成講座修了生に対しステップアップ講座を開催し、引き続き、地域の中

で認知症の方や家族を支える地域人材を育成します。 

 

② チームオレンジの取り組み 

  認知症サポーターが正しい理解を得たことを契機に、自主的に行ってきた活動をさらに

一歩前進させ、地域で暮らす認知症の方や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポータ

ーを結びつけるための「チームオレンジ」を設置に向けて取り組みます。チームオレンジ

には、認知症の方もメンバーとしてチームに参加し、認知症サポーター※7の近隣チームに

よる認知症の方や家族に対する生活面の早期からの支援等を行います。 

  主な活動内容としては、外出支援、見守り・声かけ、話し相手、認知症の方の居宅へ出向

く訪問支援等が挙げられます。メンバーの誰もが楽しみながら役割を果たし、引きこもり

がちな生活になることを未然に防ぐ取り組みとなるように工夫し、ステップアップ研修を

計画し、チームオレンジの趣旨の理解や、活動するために必要な知識や対応スキル等の習

得を目指します。 

 

  

 
※6 認知症の方と家族を温かく見守る応援者である認知症サポーターを養成する認知症サポーター養

成講座の講師役を務めていただく方のことをいいます。 
※7 認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者のことをいいます。地域住民、金

融機関やスーパーマーケットの従業員、小・中・高等学校の生徒など様々な方が認知症の方を支援

しています。 
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２－２）予防による認知症施策の推進                      

① 認知症の早期発見・早期対応 

  認知症の初期は、本人や家族にとって不安の大きな時期であり、軽度認知障害（ＭＣＩ）

の段階での早期発見・早期対応が重要となります。早期に適切なケアを行い、状態の進行

を遅らせることで、本人の不安の軽減や家族の介護負担の軽減につながります。このため、

在宅介護支援センターや医療機関等と連携を取りながら、認知症の初期の状態と考えられ

生活に支援の必要な方への支援がスムーズに開始することが望まれます。 

  現在、在宅介護支援センターや他事業との連携による認知症高齢者の早期支援や、認知

症初期集中支援チーム活動の充実化に取り組み、月１回の連絡会議、認知症初期集中支援

チーム員会議を通じ、認知症の初期段階から本人の状態に応じた支援を実施しています。

また、認知症初期集中支援チーム員会議を通じて見えてきた個別課題から、地域課題を抽

出し、施策につながるよう取り組んでいきます。また、今後とも若年性認知症をはじめ、

認知症の方の早期発見・早期対応に努めるとともに、認知症初期集中支援チーム員会議の

周知を強化し、家族やケアマネジャー、介護施設など、幅広い方からの相談を受け付け、

適切な支援につなげられるよう取り組みます。 

 

② 医療と介護の充実による認知症支援体制の強化 

  本市では、認知症地域支援推進員を配置し、認知症疾患医療センターやかかりつけ医、

関係機関と連携しながら、高齢者の生活の質（QOL）の向上を図るため、医療と介護のみな

らず、様々な関係機関との連携により、重層的かつ包括的な支援を提供できる体制の構築

と認知症の方への支援体制の充実を図ります。 
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③ 認知症本人と家族などの介護者への支援体制強化 

  認知症の方への支援はもちろんですが、認知症の方のもっとも身近な家族など、介護者

の精神的負担を軽減する観点から、介護者の生活と介護の両立を支援する取り組みも重要

となります。現在、取り組みを行っている認知症の人と家族と支援者の会「まーじんま」、

「認知症カフェ」や「定例会」への支援、「はいかい模擬訓練」の開催を継続して行い、認

知症の介護で困っている家族が必要な時に相談ができるよう専門職だけではなく家族会と

も連携して支援体制の構築を図ります。また、若年性認知症の方への支援については、高

齢者認知症とは異なる部分があり、支援体制の構築や窓口周知など、支援が不足している

のが現状です。今後は、若年性認知症の方の早期発見に努めるとともに、若年性認知症に

係る支援体制の構築を推進していきます。さらに、認知症の状態に応じて受けられる市内

のサービスや相談機関等、適切なケアの流れをわかりやすく示した認知症ケアパス（冊子）

を、住民や医療・介護関係者へ配布し、認知症になっても自分らしく住み慣れた地域で安

心して暮らしていけるよう普及を図ります。 

 

【参考】奄美市認知症サポート体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

  

・グループホーム 

・結とも 
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施策の柱 ３ 健康寿命※8の延伸に向けた取り組み 

【現状及び今後の方針】 

  高齢者等が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、高齢者自身が

「自分の健康は自分で守る」意識の醸成と介護予防への取り組みや、地域での支え合い活

動による互助力の強化など、健康寿命の延伸に向けた自助・互助・共助の取り組みと地域

で高齢者の医療・介護を守る専門職の連携などの公助が、重層的かつ一体的に提供される

体制づくりが必要となります。 

本市における特定健診・長寿健診の受診率の低さや、成人期の生活習慣病予防・重症化

予防の不徹底が、高齢期においても課題となっていることから、関係機関や他課との連携

を図りながら、高齢期になっても健康の維持・増進ができるような保健事業を展開してい

きます。 

本市におきましては、今後も引き続き高齢者の状況に応じた健康づくり機会を提供し、

地域における自立的な通いの場活動を支援し、市民の健康寿命延伸を目指します。 

 

 

 

 

 

 

  

 
※8 健康寿命とは、日常生活を制限されることなく健康的に生活を送ることのできる期間のことをい

います。また、ここでいう「日常生活の制限」とは、介護や病気などを指しており、自立して元気に

過ごすことができない状態のことをいいます。 
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【取組の概要】 

３－１）生涯現役社会の構築と積極的な社会参加の促進                   

① 就労や老人クラブ活動による生きがいづくり 

  各地区の支え合い体制づくりと連携した社会参加機会の確保や、多様な社会参加ニーズ

に対応したメニューの充実を図ることのほか、高齢者が年齢にかかわらず、就労意欲があ

る際に働ける環境（就労機会）の整備が求められます。 

  シルバー人材センターでは、60歳以上の健康で就労意欲のある高齢者が、これまで培っ

た技術や技能、資格、職業経験を活かし、ライフスタイルに合わせた様々な社会活動を通

じて、地域社会の福祉の向上と活性化に取り組んでいます。 

 老人クラブでは、60歳以上の高齢者の仲間づくりや生きがいづくりを目的として、文化・

スポーツ活動、社会福祉活動等に取り組んでいます。老人クラブは、地域において欠かす

ことのできない重要な役割を担っています。 

  高齢者が活躍できる「就労」や「老人クラブ」の地域活動を、今後も継続的に支援してい

き、高齢者の生きがいづくりにつなげていきます。また、生涯学習への参加やスポーツ分

野の推進についても、関係する各機関との連携を図り、積極的に支援していきます。 

 

 

 

  

（老人クラブにおける活動） 
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② 生涯スポーツの推進 

高齢者の誰もが、健康レベル・体力レベルに応じてスポーツを楽しむことが大切である

ことから、加齢に伴う身体機能の変化や周囲の環境に応じ、特色ある運動やスポーツプロ

グラムに取り組むことが重要です。 

今後も、「健康づくり」、「体力づくり」、「生きがいづくり」を目的とした、ライフステー

ジに応じた「生涯スポーツ」を関係団体と連携しながら支援します。 

 

 

３－２）人生 100 年時代を見据えた健康づくり                   

① 健康意識の啓発 

健康寿命を延ばすことは、自分らしくいきいきと暮らせる期間を延ばすことであり、健

康づくりの大きな柱となります。 

高齢者が住み慣れた地域で、自分らしくいきいきと暮らし続けていくためには、健康を

維持しつつ生きがいを持って日常生活をおくることが重要です。そのためには、一人ひと

りが若年期から日々の生活の中で自らの健康に関心を持ち、健康づくり実践することが必

要です。 

市民の健康寿命の延伸と生活の質の向上を図るため、市民一人ひとりが自らの生活習慣

の見直しや、自分にあった健康づくりへの取り組みを促します。なお、望ましい生活習慣

や健康管理に関する正しい情報の提供や健康相談の充実を図ることで、個人の主体的な行

動を支える環境づくりを推進します。 

 

 

② 生活習慣改善の推進 

  「健康あまみ 21」に基づき、市民の健康増進と生活習慣病等の予防のために、保健事業

等の充実を図っていきます。また、「特定健康診査等実施計画」や「データヘルス計画」等

の関連計画との整合性を図り、特定健康診査やがん検診などの受診率の向上のための対策

を実施するとともに、健康診査の結果に応じ、保健指導や医療機関への受診勧奨など高血

圧や糖尿病、運動器の機能低下であるロコモティブシンドローム、更にはアルコール摂取

に伴う生活習慣病予防対策の充実を図ります。 

こころの病への対策として、すべての市民が適切なストレスへの対処法を身につけられ

るように、医療機関や関係機関との連携を強化するとともに、こころの相談事業等の充実

等によりこころの健康づくりに取り組んでいきます。 

「高齢者保健事業と介護予防事業の一体的な実施」についても第 8 期計画期間中に実施

し、高齢者の健康増進活動を促進します。 
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③ 介護予防活動の普及啓発 

  本市では、すでに地域において取り組んでいる住民主体の通いの場を広く展開できるよ

う継続して支援するとともに、要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応できる通いの

場づくりの充実に努めます。 

  また、地域での介護予防活動の普及・啓発や、住民主体の介護予防への取り組みの育成・

支援等を実施するため、住民の自助・互助力を高める「介護予防手帳～幸
こ う

齢
れ い

手帳（幸せに

歳を重ねる）～」の活用や、様々な機会を捉えて、早い段階から介護予防への取り組みが

行えるよう、住民や地域への働きかけを促進します。 
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３－３）地域の特色を踏まえた介護予防の推進                   

① 住民主体の通いの場※9の充実 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増えていくことを踏まえ、高齢者を含めた地

域力の向上を目指し、地域で支え合う体制づくりが求められています。 

  通いの場の充実は、参加する高齢者の生きがいづくりや介護予防につながるだけでなく、 

今まで閉じこもりがちだった方の誘い出しや希薄化が進む地域のつながりの強化など、地

域活動の活性化につながることも期待されます。 

  本市では、すでに地域において取り組んでいる住民主体の通いの場を広く展開できるよ

う支援するとともに、要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応できる通いの場づくり

の充実に努めます。 

  また、現在行っている地域の健康教室などにおいて、医療職をはじめとする専門職との

連携の強化を図るとともに、住民主体の通いの場を拠点とした「共助の互助化」に向けた

取り組みを推進します。 

 

 

② 一般介護予防事業の充実・推進 

  民間事業者との連携や住民主体の互助による活動を通じて、住み慣れた地域でできる限

り自立した生活を送ることができる地域実現のために、地域での介護予防活動の普及・啓

発や、住民主体の介護予防への取り組みの育成・支援等を実施します。 

 具体的な取り組みとして、地域包括支援センターの専門職を派遣し、介護予防・高齢者

福祉・権利擁護に関する講座の実施、介護事業所やスポーツクラブ等の多様な主体による

運動機能向上や栄養改善を目的とした介護予防教室の実施、口腔機能低下のおそれがある

高齢者に対し、口腔ケアを中心とした指導と実践を行い、口腔機能の維持と向上を図る介

護予防教室の実施、リハビリテーション専門員（理学療法士等）をサロンや地域活動の場

に派遣し、地域における介護予防の取り組みを推進します。 

 

 

  

 
※9 通いの場とは、高齢者の方々が日常的に近所で地域の方々と触れ合うことができる場所のことを表

します。住民が活動主体となり、地域にある集会所などを活用して、お茶を飲みながら歓談したり、

体操をしたり、ほかの人と一緒に趣味を行ったりしています。 
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③ 自立支援・重度化防止の推進 

  医療・介護の専門職はもとより、高齢者一人ひとりがセルフマネジメントの視点を持ち、

自立支援・重度化防止に向けた適切な介護サービスが提供できるよう、一貫した介護予防

体制の充実に取り組みます。 

  今後、後期高齢者の増加に伴い、認知症や医療依存度が高い方なども増加していくこと

が予想されることから、要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で暮らし続け

ていくために本人の意思を尊重しながら、質の高いチームケアの提供が行えるよう体制づ

くりを推進します。 

 

④ 介護予防・日常生活支援総合事業の強化 

  高齢者が安心して在宅生活を過ごすには、高齢者の生活課題やニーズを把握し、地域住

民とともに地域課題解決に向けた取り組みを行っていくことが重要です。 

  特に地域の支え合い体制づくりは、PDCAサイクルに則り、地域の実情に応じて地域住民

等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実させることが期待できるため、介護予防・

日常生活支援総合事業の強化に繋がる可能性があります。このため、今後とも積極的な介

護予防事業の取り組みにより、住民の自助・互助力を高め、地域づくりの観点からも、こ

れまでの地域健康教室に加え、自立支援・重症化防止を目的としたおもりを使った手法の

教室（ころばん体操）の地域での積極的な展開による介護予防の推進など、地域力の向上

を目指した取り組みを行っていきます。一方で、専門職が関与した取り組みや、他の事業

との連携も模索しながら、より一層の介護予防・日常生活支援総合事業の強化を図ります。 

  具体的な取組として、「ころばん体操などの筋力アップ強化教室の実施」においては、資

源の活用推進や教室の周知強化などの立ち上げ支援を進め、より多くの高齢者の参加を促

すとともに、現在、参加者の高齢化が課題となっている教室においては、継続支援を行っ

ていきます。 

 

⑤ 保険者機能推進交付金（財政的インセンティブ）への取組 

平成 30年度施行の地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向

けて市町村の取り組みや都道府県による保険者支援の取り組みが全国で実施されるよう、

「保険者機能強化推進交付金」制度が創設されました。 

目的は、市町村が行う様々な取り組みに対して、客観的な指標を設定し、評価に応じて

交付金を支給することで、介護予防に対する保険者の取り組み強化を推進していくことで

す。 

本市においては、令和２年度から、この制度を活用した「在宅高齢者転倒予防住宅改修

費助成事業」に取り組んでいるほか、これまで地域支援事業として行っている各事業を充

実させることで、高齢者の自立支援や重度化防止等に関する取り組みを推進します。  
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【参考】地域支援事業及び介護予防・日常生活支援総合事業の構成 

地
域
支
援
事
業 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業 

訪問型 

サービス 

① 訪問介護（現行の訪問介護） 

② 訪問型サービス A（緩和した基準によるサービス） 

民間事業所等により簡易な生活援助を行います。 

③ 訪問型サービス B（住民主体による支援） 

地域住民やボランティアが主体となり、ゴミ出しなどの生

活援助を行います。 

④ 訪問型サービス C（短期集中予防サービス） 

保健師などが健康に関する短期的な相談・指導を行います。 

⑤ 訪問型サービス D（移動支援） 

通院などの移動支援を行います。 

通所型 

サービス 

① 通所介護（現行の通所介護） 

② 通所型サービス A（緩和した基準によるサービス） 

ミニデイサービスなど、閉じこもり防止や自立支援を目的

とした通所事業。 

③ 通所型サービス B（住民主体による支援） 

地域主体による自主的な通いの場の提供、交流会やサロン、

体操教室など。 

④ 通所型サービス C（短期集中予防サービス） 

生活機能を改善するため、運動器の機能向上や栄養改善な

どの短期的な指導を行います。 

生活支援 

サービス 

① 栄養改善を目的とした配食を行います。 

② 住民・ボランティアによる見守りを行います。 

③ 訪問型サービスと通所型サービスを一体化し、自立支援の

ための生活支援を行います。 

介護予防ケアマネジメント 

一
般
介
護 

予
防
事
業 

① 介護予防把握事業 

② 介護予防普及啓発事業 

③ 地域介護予防活動支援事業 

④ 一般介護予防事業評価事業 

⑤ 地域リハビリテーション活動支援事業 

包括的 
支援事業 

介護予防ケアマネジメント事業 

総合相談・支援事業 

権利擁護事業 

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

在宅医療・介護連携の推進 

認知症施策の推進 

生活支援サービスの体制整備 

任意事業 

介護給付費適正化事業 

家族介護支援事業 

その他の事業 
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施策の柱 ４ 2025・2040 年を見据えたサービス・人的基盤

の整備 

【現状及び今後の方針】 

65 歳以上の高齢者が増加傾向にあるなか、特に、独居高齢者や高齢者のみ世帯の増加が

社会的な課題として挙げられます。令和２年 10月時点で、本市の高齢化率は 32.9％となっ

ており、今後も高齢化が進むことによって、高齢者単身世帯のさらなる増加が見込まれて

います。 

2025年・2040年を見据え、多職種・関係団体との連携や共同参画機会の確保、地域包括

支援センターを中心とした地域活動への支援を行い、地域特性に応じた地域包括ケアシス

テムの構築を推進します。 

地域で安心して暮らし続けるためには、隣近所との付き合いや、地縁血縁によるつなが

り、また、趣味活動などを通じての他者とのつながりなど、地域での社会参加機会を確保

することが重要です。高齢者実態調査において、社会活動に参加してよかったと思うこと

について「生活に張りや充実感がでてきた」「新しい友人を得ることができた」「健康や体

力に自信がついた」との回答が多くみられています。他の施策と連動しながら、早い時期

からの介護予防や地域とのつながりを強化し、一人暮らしになっても安心して暮らせる体

制づくりを目指していきます。 

さらに、要介護高齢者の増加に伴い老々介護や子育て年代層における子育てと介護の両

方を担うダブルケアなど介護に携わる家族の負担も大きくなることが予測されます。その

ために、家族が介護についての知識を持ち、より良い介護を行えるよう介護講座等を通じ

て家族への支援を行っていきます。 

認知症高齢者や知的障害又は精神障害を持つ方のうち、判断能力が不十分な方を対象と

して行う福祉サービスの利用に向けた支援や市民後見人の育成を含めた成年後見制度の利

用を促進するとともに、地域包括支援センターや関係機関・団体と連携しながら、高齢者

虐待、権利擁護及び消費生活等に関する相談・支援を行うなど、高齢者の権利と財産を守

るための施策を推進することで、住み慣れた地域で尊厳をもって生きることができる社会

の実現を目指します。また、高齢者の権利擁護体制について強化を図り、高齢者虐待防止

ネットワークを構築することで、高齢者が安心して暮らせる地域づくりを目指します。 

近年の豪雨をはじめとする自然災害や、新型コロナウィルス感染症の流行などへの対応・

対策できる環境整備を推進する必要があります。 

今後については、防災や感染症対策についての介護事業所等に向けた周知・啓発、研修、

訓練の実施に努めます。また、関係部局と連携して介護事業所等における災害や感染症の

発生時に必要な物資についての備蓄・調達・輸送体制の整備や、県・関係団体と連携した災

害・感染症発生時の支援・応援体制の構築に努めます。 
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【取組の概要】 

４－１）地域包括ケアシステムの深化・推進                   

① 地域包括支援センターの機能強化 

本市では、高齢者のニーズや社会情勢の変化に応じて介護保険などの公的なサービスだ

けでなく、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援サービスなどが切れ目なく一体的に提

供される「地域包括ケアシステム」の構築を推進しています。 

  地域包括支援センターは、高齢者の総合相談、権利擁護、介護予防のケアマネジメント

を通じて、地域包括ケアシステムの実現に向けた中心的な役割を担うことが期待され、ま

た、地域包括支援センターの機能強化は、「地域包括ケアシステム」を構築していく上で重

要なポイントとなっています。 

  地域包括支援センターは、今後とも地域の実情に応じ、高齢者が可能な限り住み慣れた

地域で自分らしい暮らしが続けられるよう、「自助」としての健康・生きがいづくり、「互

助」としてのコミュニティ活動、「共助」としての介護保険制度などの社会保障、「公助」

としての福祉施策などが互いに連携し、重層的に支え合う仕組みの充実を図っていきま

す。 

 

  



65 

【参考】在宅医療・介護連携推進事業の進め方 

② 多職種・関係団体の連携による地域ケア会議の開催 

高齢になっても住み慣れた地域で尊厳を保持し、その人らしい生活が継続できるよう、

地域の特性に応じた地域包括ケアシステムの構築に向け、今後も地域包括支援センターが

実施主体となり、「地域ケア会議」を開催します。 

会議では、地域の支援者だけでなく医療・介護・保健の多職種による専門的視点から個

別のケースを解決に導くための検討はもとより、日常生活圏域や本市の地域課題を抽出

し、解決に導くための施策への反映に努めます。 

 

③ 地域医療及び在宅医療・介護連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最後まで続けることができるよう、24 時間の在宅ケアなど、高齢者に対する医療サ

ービスを充実するとともに、在宅医療と介護サービスを一体的に提供するため、在宅医療・

介護連携を推進し、地域医療体制の連携及び在宅医療・介護サービス提供体制の構築に努

めます。 

また、人生の最終段階における意思決定や身寄りのない人の入院及び医療に係る意思決

定が困難な人への支援、並びに大島地区における入退院時情報連携ルールの理解・促進と

普及・啓発に努めるとともに、救急救命キットの普及に努めます。 
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④ 介護講座や研修会の実施 

  高齢者本人だけでなく、家族をはじめとする高齢者を支える方々に対しても「人生の最

期」について考える機会を確保し、選択の基礎となる知識の普及・啓発を図ることは重要

であるため、より身近な地域で、各々が望む暮らしや自己選択するための情報を周知する

座談会や研修会を開催し、住民が自身の今後の生き方や最期について考える機会を創出し

ます。 

  人生の最終段階において、本人不在のまま家族や関係者だけで意思決定されることが無

いよう、現在、本市で行っている「みんなの介護講座」や「ＡＣＰ※10（アドバンスケアプ

ランニング）についての研修会」をはじめ、認知症の人と家族、支援者によって構成され

る「まーじんま」会の活動を引き続き支援し、住民や医療・介護関係者に対して、ＡＣＰに

ついての普及啓発を図るとともに、介護者に介護や制度についての理解を深める場を提供

することで、望む暮らしが実現できる社会づくりに取り組みます。 

 

４－２）感染症・災害対策の推進                             

① 感染症対策に係る体制の整備 

  肺炎球菌感染症や毎年猛威を振るうインフルエンザ、未だ終息の見えない新型コロナウ

イルス感染症に対する体制整備が求められています。 

感染症に対する備えについては、一人ひとりが日頃からマスクの着用や手洗い・うがい

等の感染症対策に努めることや、早めの予防接種及び結核健診等を受けることも感染予防・

重症化を防ぐうえで効果が期待できます。 

また、市と介護関係事業所等が連携し、訓練の実施や感染拡大防止策の周知啓発、感染

症発生時に備えた平時からの事前準備、感染症発生時の代替サービスの確保に向けた連携

体制の構築等を行うことが重要です。感染症発生時においてもサービスを継続するための

備えが講じられているかを定期的に確認するとともに、介護に従事する職員が感染症に対

する理解や知見を有した上で業務に当たることができるよう、感染症に対する研修の充実

等を支援します。 

本市においては、奄美大島５市町村長で構成する「奄美大島新型コロナウイルス感染症

対策本部」を設置し、共同で感染症防止対策に取り組んでおりますが、さらに、県や保健所

との連携をはじめ、介護事業所等における、適切な感染防護具、消毒液その他の感染症対

策に必要な物資の備蓄・調達・輸送体制の整備を促します。  

 
※10 ACP（アドバンス・ケア・プランニング）とは、将来の変化に備え、将来の医療及びケアについて、

対象者を主体に、そのご家族や近しい人、医療・ケアチームが、繰り返し話し合いを行い、本人の意

思決定を支援するプロセスのことです。本人の人生観や価値観、希望に沿った、将来の医療及びケ

アを具体化することを目標にしています。 
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② 災害対策に係る体制の整備 

  近年における豪雨災害等をはじめとする自然災害は、未曾有の災害へと繋がるケースが

多く、感染症の対策を踏まえた上で、自然災害に対する体制整備の構築も喫緊の課題とな

っています。 

災害に対する備えについては、日頃から介護関係事業所等と連携し、避難訓練の実施や

防災啓発活動、介護事業所等におけるリスクや、食料、飲料水、生活必需品、燃料そのほか

の物資の備蓄・調達状況の確認を行うことが重要です。 

介護事業所等で策定している災害に関する具体的計画を定期的に確認するとともに、災

害の種類別に避難に要する時間や避難経路等の確認を促します。 

  また、災害時に援護が必要な人たちに配慮した避難施設について、これまで以上に周知

を行うとともに、災害における危機管理徹底に取り組みます。 

 

 

福祉避難所一覧（※災害時に援護が必要な人たち（高齢者、障害者等）に配慮した避難施設） 

 避難場所 所在地 

１ 大島医師会病院 名瀬小宿字苗代田 3411番地 

２ 介護老人保健施設 虹の丘 名瀬小宿字苗代田 3416番１ 

３ 特別養護老人ホーム 奄美佳南園 名瀬平田町７番 15号 

４ 障害者支援施設 愛の浜園 名瀬知名瀬 2504番地 

５ 小規模多機能事業所 あおぞら 名瀬幸町 20番 17号 

 

 

４－３）安心できる住まいの確保                             

① 多様な住まいへの支援 

  高齢者自身が生きがいをもち、自立した生活を送るには、最も望ましい居住形態を主体

的に選択できる環境を整えることが必要です。 

  住まいに対する多様なニーズに対応するため、また、高齢者が安心して安全に暮らし続

けることのできる住まいとするため、軽費老人ホームや有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅等に対し適切な指導・支援を行います。 

  なお、養護老人ホームに関する事務に継続して取り組むとともに、軽費老人ホーム「た

かもり寮」の維持管理（老朽化対策）等、高齢者の住まいの支援に努めます。 
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② 高齢者の住まいや居住環境の整備 

  今後も高齢化が進展するとともに一人暮らし高齢者が増加すると予想されるなか、一人

暮らしの方々については意識して見守り、周囲から働きかけることにより、ひきこもりな

どの問題が深刻化することを防ぐことができます。 

  高齢者の住まいに関しては、関係機関と連携し、高齢者の情報の把握に努め、一人暮ら

し高齢者が安心して生活できる居住環境づくりを支援します。 
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【奄美市の施設・定員一覧】 

有
料
老
人
ホ
ー
ム 

１ 

いきいきホーム 

（介護専用型特定施設） 
33 

114 現状維持 

57-7867 
奄美市名瀬朝日町

23-1 

食事提供などの日常生活上必要なサービスを提供す
る高齢者向け賃貸住宅。 

有料老人ホームは 

①介護付有料老人ホーム 
②住宅型有料老人ホーム 

③健康型有料老人ホームがある。 

２ ハピネス浦上 44 57-7555 
奄美市名瀬浦上緑

1105 

３ てて 8 63-1115 
奄美市笠利町屋仁

1-2 

４ ゆい 7 63-2585 
奄美市笠利町大字

喜瀬 2431-7 

５ つばさの家 8 53-5831 
奄美市名瀬伊津部

町 23-8 

６ つばさの家２号館 15 52-5565 
奄美市名瀬伊津部

町 19-6 

サ
ー
ビ
ス
付

高
齢
者
向
け

住
宅 

１ ゆとりあん 30 現状維持 58-5551 
奄美市名瀬小浜町

24-7 

60 歳から入所でき、専門家による安否確認や生活相
談・食事サービスなどを提供する高齢者向け住宅。 

種類 No 施設名 定員 
第８期計画 

の見込み TEL 所在地 補足 

養
護
老
人
ホ
ー
ム 

１ 

なぎさ園 

（うち特定施設入居者 

生活介護分） 

60 

（20） 
現状維持 55-6001 

奄美市名瀬知名瀬

2369-13 

家庭環境などの事情によって、自宅での生活が困難

な方が対象。65 歳以上で、環境上の理由や経済的な

理由によって居宅で養護を受けることが困難な人を
入所させ、自立した日常生活を営み、社会的活動に

参加するために必要な指導や訓練、その他の援助を

行うための措置施設。 

軽
費
老
人 

ホ
ー
ム 

１ たかもり寮 50 現状維持 52-9508 
奄美市名瀬柳町 6-

1 

家庭環境、住宅事情等の理由により自宅において生

活が困難な低所得の 60 歳以上（夫婦の場合、どちら
か一方が 60 歳以上）の高齢者が入所できる 

生
活
支
援
ハ
ウ
ス 

（
高
齢
者
生
活
福
祉

セ
ン
タ
ー
） 

１ ふれあいの郷 ７ 現状維持 63-2299 
奄美市笠利町中金

久 45 

高齢のため、独立して生活することが不安な高齢者
が利用できる施設。 

交流の場などを提供する老人デイサービスセンター

等に居住部分が併設されたもの。 

認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム 

１ ねせぶ 18 

108 現状維持 

55-6650 
奄美市名瀬根瀬部

242-1 

認知症の症状がある要支援 2 以上の認定を受けた方

を対象に、入浴・排せつ・食事等の介護・その他の
日常生活上の世話、機能訓練などを行う共同生活施

設。 

少人数の家庭的な雰囲気の中で、できる限り自立し
た生活が送れるようになることを目指している。 

２ 虹の丘 9 54-8823 
奄美市名瀬知名瀬

2229 

３ あすか 18 55-7155 
奄美市名瀬西仲勝

1199-11 

４ 芦穂の里 18 57-7705 
奄美市名瀬大熊字

名浜 1309-3 

５ 美笠 9 63-2200 
奄美市笠利町中金

久 113-1 

６ ゆい 18 55-2278 
奄美市笠利町喜瀬

2437-1 

７ わせ 18 56-2088 
奄美市住用町和瀬

136-2 

小
規
模
多
機

能
事
業
所 

１ 

あおぞら 

小規模多機能事業所 
25 

54 現状維持 

69-3633 
奄美市名瀬幸町

20-17 
小規模な住宅型で、「通い」を中心に「訪問」「短期
間の宿泊」などを組み合わせて食事・入浴などの介

護や支援、機能訓練を受けられる事業所。 ２ 家族の家かさり 29 63-9711 
奄美市笠利町辺留

37-1 

介
護
老
人 

保
健
施
設 

１ 虹の丘 100 

170 現状維持 

54-8888 
奄美市名瀬小宿苗

代田 3416-1  

常時介護を要すると見込まれる方（要介護認定で要
介護と認定された方）で、病状が安定期にある方に

対し、看護、医学的管理の下における介護、機能訓

練、必要な医療を行いながら、日常生活上の世話も
行う施設。 

２ アマンデー 70 63-1555 
奄美市笠利町節田

1451-1  

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム 

（
介
護
老
人
福
祉
施
設
） 

１ 奄美佳南園 80 

280 現状維持 

52-8688 
奄美市名瀬平田町

7-15 

常時介護を要すると見込まれる方（原則要介護認定

で要介護３以上と認定された方）に対し、入浴、排

せつ、食事等の介護や日常生活上の世話を行う施設。 

２ 笠寿園 50 63-0488 
奄美市笠利町節田

1590 

３ めぐみの園 50 54-9211 
奄美市名瀬西仲勝

965 

４ 住用の園 50 56-2101 
奄美市住用町摺勝

451-3 

５ 芦穂の里 50 54-6001 
奄美市名瀬芦花部

1470 

介
護 医

療
院 

１ 大島郡医師会病院 18 新規 54-8111 
奄美市名瀬小宿

3411 

長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ方を対象と
し、日常的な医学管理やターミナルケア等の医療機

能と生活施設としての機能とを兼ね備えた施設。 
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４－４）総合的な安全対策の強化                        

① 地域ネットワークによる高齢者見守り体制の構築 

  本市でも人口減少と少子高齢化の進行等に伴い、住民同士の交流の希薄化がみられ、自

治会の減少や社会活動の担い手不足といった問題が顕在化しています。高齢者や障害のあ

る方など支援を必要とする方々が、できる限り住み慣れた家庭や地域で安心して自分らし

く暮らし続けるためには、地域、企業、協力団体、行政などがお互いに連携を取り、様々な

立場から重層的な見守りのネットワーク体制の構築を行うことが求められます。 

  現在、本市では、民間企業等と見守りに関する協定を締結し、高齢者等が安心して暮ら

せる地域の構築を推進しておりますが、今後もあらゆる機会を捉え、見守りに関するネッ

トワークの構築に努めます。また、頻発する自然災害や感染症予防も視野に入れ、地域の

支え合い活動により互助の再構築を推進し、腰を据えた地域づくりへの関わりにより、要

援護者が安心して暮らせる地域を目指します。 

 

 

４－５）介護サービス等の業務効率化と更なる質の向上                      

① 専門職の質の向上に向けた取り組み 

  本市では、地域の健康教室や介護予防ケアマネジメント検討会、通所介護事業所等への

研修会等、様々な機会において、専門職と連携を取りながら実施しています。専門職が携

わることによって、ケアマネジメントや介護職の関わりに、多職種の視点を付与すること

ができます。専門職同士の顔の見える関係性づくりから、互いの職種の違いを理解した、

よりよいチームケアに通じるものと考えられます。 

今後も引き続き、個々のケアマネジメントや地域のマネジメントに専門職が関与するこ

とで、専門職一人ひとりのスキルアップを図るとともに、他職種の専門的な視点も取り入

れた質の高いケアマネジメントが提供できるよう、研修機会の確保に努めます。 

介護サービスの業務効率化と生産性向上を両立させるための取り組みを推進するととも

に、介護を担う専門職への関わりや専門性の更なる向上支援により、介護職の離職防止に

努めます。 
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② 介護人材の確保 

  地域包括ケアシステムの構築・深化・推進には、それを担う介護人材の確保が重要です

が、全国で介護人材の不足が深刻化しているのが現状であり、また 2025年以降は現役世代

（介護の担い手）の減少が顕著となることも予測されているため、介護人材の確保は喫緊

の課題となっています。 

生産年齢人口の減少による担い手・専門職・関係職種の減少など、社会の変化も考慮す

ると、長期的な視野に立った事業展開を行っていく必要があります。社会資源が相対的に

減少する中で保健・医療・介護に携わる専門職の更なる質の向上と連携、効果的なサービ

スの提供に努める一方で、地域の課題解決のため、地域で支え合える体制を構築し、新た

な社会資源の開発と担い手不足の解消に努める必要があります。 

介護人材の確保対策として、介護職員の待遇改善や人材育成、外国人の受入などの様々

な取り組みを支援するとともに、ICT※11化による業務の効率化を図り、離職防止、定着促進、

生産性向上等の人材不足の解消を図るとともに、介護サービスの質の向上も目指します。 

 

 

③ 介護サービスの業務効率化 

  加齢等に起因する心身の変化により支援を必要とする高齢者に対して、尊厳を保持し、

その人らしい日常生活を営むことができるよう、介護サービスにおけるマネジメントの重

要性は高まっています。 

 人手不足が見込まれる中で、介護サービスがこうした期待に応え、地域における安心の

担い手としての役割を果たし続けるためには、介護サービスの質の維持・向上を実現する

マネジメントモデルの構築やロボット・センサー・ICTの活用が必要です。 

介護現場における業務の効率化を推進するため、組織マネジメントのもと、業務の洗い

出し・役割分担の明確化を推進し、ロボット・センサー・ICTの活用と元気高齢者などの活

躍を支援します。 

 

  

 
※11 ICTとは「Information and Communication Technology」（インフォメーション・アンド・コミュ

ニケーション・テクノロジー）の略で、意味は「情報通信技術」のことをいいます。SNS上でのやり

取りやメールでのコミュニケーション、ネット通販やチャット等、人同士のコミュニケーションを

手助けする事も ICTに該当します。ITはハード・ソフト・アプリケーション・OA機器等の全体を意

味するもので、ICT は「IT 技術を使ってどのように人々の暮らしを豊かにしていくか」という活用

方法を意味します。 
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４－６）高齢者等の権利擁護の推進                        

① 高齢者の権利擁護体制の強化 

  一人暮らし高齢者や認知症高齢者等の増加が見込まれる中、成年後見制度や日常生活自

立支援事業の活用、困難事例への対応、消費者被害防止の啓発等、適切な対応が図れるよ

う、高齢者の権利擁護体制を強化します。 

  権利擁護に関する事業については、業務内容が多岐にわたり、非常に高い専門性が求め

られることから、それに対応する職員研修の機会を確保します。 

  また、親族等による成年後見の困難な者が増加するものと見込まれ、介護サービス利用

契約の支援などを中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられること

から、市民後見人を育成し、その活用を図ることなどによって権利擁護を推進します。 

 

② 成年後見制度の利用促進 

  成年後見制度は、認知症や知的障害または精神障害等により判断能力の不十分な方に対

し、後見人等が本人に代わって財産管理や介護・福祉サービスの利用契約を行うことで、

本人の権利と財産を守る制度です。 

  地域包括支援センターをはじめ、関係機関との連携を図りながら、相談や申立支援を総

合的に進める体制の充実に努めます。 

  また、成年後見制度の普及・啓発を図るため、パンフレットの作成や出前講座などの広

報活動を通じ、制度の活用を促進します。 

  なお、本市において養成した市民後見人については、成年後見制度利用促進に関する法

律に基づき設置された、中核機関での事業実施と一体的に活用を推進します。 

 

 

４－７）高齢者虐待防止に向けた取り組み                        

① 高齢者虐待の未然防止 

  高齢者虐待を未然に防止する第一歩は、住民が高齢者虐待に関して正しく理解すること

です。地域包括支援センターを中心に市民一人ひとりに家庭内での権利意識や、認知症に

対する正しい理解、介護知識等の普及・啓発を進めていきます。 

  さらに、高齢者虐待の発生要因の低減を図るため、関係機関・団体と連携しながら、地

域から孤立している高齢者がいる世帯や、適切な介護保険サービスを利用していない高齢

者がいる世帯等の把握、支援を行い、虐待を発生させない地域づくりを目指します。 
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② 早期発見・早期対応の充実 

  高齢者虐待への対応は、問題が深刻化する前に発見し、支援することが大切です。 

  市民へ高齢者虐待の相談・通報窓口や通報義務の周知を行うとともに、高齢者虐待を発

見しやすい民生委員等の組織や保健・医療・福祉関係機関との連携体制の構築、通報の徹

底を図り、早期発見、早期対応できる仕組みの強化を図ります。  

また、高齢者虐待は複雑な要因が絡み合っていることが多く、その対応には高度な相談

援助技術が求められます。そのため、高齢者虐待の相談援助者に対してのアプローチや支

援に関する知識を深めるための研修を行うなど、相談援助者の専門性や資質の向上に努め

ます。 
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高齢者福祉サービスの充実（介護保険適用外サービス） 

奄美市では高齢者の住宅生活を支え、介護予防を推進するために、次のような支援事業を

行っています。一人暮らしや高齢者のみの世帯、地域の特性などに応じたサービスの充実を

図ります。（事業の詳細・実績等は資料編をご覧ください。） 

【高齢者福祉サービス一覧】○名 :名瀬地区 ○住 :住用地区 ○笠 :笠利地区 

分類 項目 主な対象者 事業概要 
８期計画 

の見込み 

高
齢
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

１ 在宅介護支援セ

ンター運営事業 

○名○住  

在宅の要援護高齢者の介護者

等 

24 時間体制で各種在宅介護に関する

総合的な相談に応じ、ニーズに対応し

た各種サービスが総合的に受けられる

ようサービス実施機関との連絡調整を

行い、利用申請等の便宜を図ります。 

継続 

２ 生活支援ハウス 

○笠  

おおむね 65 歳以上の一人暮

らし又は夫婦世帯であって高

齢のため独立して生活するこ

とに不安がある方 

高齢者生活福祉センター触れ合いの郷

の居住部門に、一定期間の居住の提供、

各種相談、助言を行うとともに緊急時

の対応や在宅福祉サービスの利用手続

きの援助、地域住民との交流のための

場を提供します。 

継続 

３ 悠遊長生き・健康

づくり推進事業 

○名  

65歳以上の高齢者 

要支援・要介護状態になる前から介護

予防を推進し、交流をとおして生きが

いと健康づくり、運動機能の向上及び

日常動作の拡大を図ります。 

継続 

４ 高齢者日常生活

用具支給事業 

○名○住○笠  

65 歳以上の要援護高齢者及

び一人暮らし等の方 

対象用具等の必要性が認められる方が

対象です。所得により利用者負担があ

ります。 

継続 

５ 緊急通報システ

ム整備事業 

○名○住○笠  

65歳以上の一人暮らし、寝た

きり高齢者等で突発的に生命

に危険な症状の発生する疾病

（重度心疾患、重度高血圧及

び重度喘息等）を有する方 

日常生活の安全を確保することを目的

とし、急病や事故などの緊急の際、消

防署に通報できる機器の設置を行って

います。 

継続 

６ 介護人手当支給

事業 

○名○住○笠  

寝たきり高齢者、障害の程度

が１級又は２級に該当する重

度心身障害児・者等で常時介

護を受ける状態が６ヵ月以上

継続している人を介護してい

る介護者 

本市に６ヵ月以上住所を有し、介護保

険サービスを１年間受けていないこと

が条件です。 

継続 

７ はり・きゅう施術

料助成事業 

○名○住○笠  

70歳以上の高齢者 

健康保持と福祉増進を図るため、はり・

きゅうの施術に対し、一部助成を行い

ます。 

継続 
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【高齢者福祉サービス一覧】○名 :名瀬地区 ○住 :住用地区 ○笠 :笠利地区 

分類 項目 主な対象者 事業概要 
８期計画 

の見込み 

高
齢
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

８ 家族介護用品支給

事業 

○名○住○笠  

・おおむね 65歳以上の要介

護３～５に相当する在宅の

高齢者 

・身体障害者手帳２級程度

以上の障害のある在宅者 

・療育手帳Ａ２程度以上の

障害のある在宅者を介護し

ている家族 

（※介護・要介護者が市民

税非課税世帯であること） 

対象となる方へ紙おむつを支給しま

す。 
継続 

９ 老人福祉会館 

○名  
60歳以上の方など 

高齢者の各種相談、機能回復訓練、入

浴を通じた健康の維持・増進、教養の

向上、レクリエーション、集会等で利

用できます。 

継続 

10 「食」の自立支援事

業 

○名○住○笠  

おおむね65歳以上の在宅高

齢者で介護保険法に規定す

る要支援以上で、日常生活

を営むのに支障のある方 

毎日の食事を配食することにより、食

生活の改善と孤独感の解消を図り、あ

わせて安否の確認を行います。 

継続 

11 入浴サービス事業 

○笠  

・デイサービス事業利用者 

・一般の方 

デイサービス事業で利用するほか、一

般の方にも開放し、市民の健康増進を

図っています。 

継続 

12 高齢者等住宅改造

推進事業 

○名○住○笠  

介護保険の介護認定におい

て、要支援又は要介護の認

定を受けた高齢者及び身体

障害者手帳２級程度以上の

障害のある者の属する世帯 

高齢者等の住宅での生活を支援するた

め、住宅改造に必要な経費を助成する

ことにより、要援護高齢者等の自立促

進及び寝たきり防止並びに介護者の負

担の軽減を図ることを目的とします。 

継続 

13 お達者ご長寿応援

事業 

○名○住○笠  

・当該年度の４月１日現在、

75歳以上の方 

・当該年度の４月 1日現在、

70～74 歳で運転免許証自主

返納者 

交通機関や、運動・入浴施設等で利用

できる補助券を発行し、高齢者の健康

づくりや外出機会を増やし、生活の活

性化を図ります。 

継続 
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（奄美市の取組一覧） 

 内容 
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

実績値 実績見込 目標値 

１ 
地域包括ケア推進事業における「地

域活性化活動実施団体」数の増加 
２団体 12団体 15団体 20団体 25団体 

２ 
①通所型サービスＢの開始※12 

②訪問型サービスＢの開始※13 

① ０ ① ０ ① ０ ① ０ ① １ 

② ０ ② ０ ② ０ ② ０ ② １ 

３ 
第２層コーディネーター※14 

８地区全てに設置 
７地区 ７地区 ８地区 ８地区 ８地区 

４ 
生活支援サービスにおける「住民・

ボランティアによる見守り」の開始 
０ ０ ０ ０ １ 

５ 通いの場（広域）数の増加 １箇所 １箇所 １箇所 ３箇所 ５箇所 

６ 個人ポイント※15登録者数の増加 3,673人 3,800人 4,000人 4,100人 4,200人 

７ 
健寿大学等への高齢者参加者数の

増加 
676人 86人 100人 110人 120人 

８ 認知症サポーター数の増加 5,146人 5,200人 5,300人 5,400人 5,500人 

９ 「結とも※16」利用世帯数の増加 ４世帯 ４世帯 ５世帯 ８世帯 10世帯 

10 

介護予防 

①教室数の増加 

②参加者数の増加 

① 54教室 ① 68教室 ① 70教室 ① 75教室 ① 80教室 

② 939人 ② 1,000人 ② 1,100人 ② 1,200人 ② 1,300人 

11 長寿健診率の増加 27.7％ 16.3％ 30.0％ 30.0％ 30.0％ 

12 

「地域ケア推進会議」 
「包括運営協議会」 

「権利擁護ネットワーク協議会」 

「第１層協議体チーム員会議」の年１
回以上の開催 

〇 〇 〇 〇 〇 

13 介護従事者の確保対策検討会  〇 × 〇 〇 〇 

 
※12 通所型サービス Bとは、ボランティア主体（住民主体）で、通いの場を設け、体操、運動等の活動

等を行うサービスです。体操、運動等の活動、趣味活動等を通じた日中の居場所づくり、定期的な

交流会、サロン、会食等を行います。 
※13 訪問型サービス Bとは、住民主体団体(町会等)による生活援助として、掃除や洗濯、調理などの日

常生活に対する援助を行うサービスです。布団干し、階段の掃除、買い物代行や調理、ゴミ出し、電

球の交換、代筆等を行います。 
※14 第２層のコーディネーターは、利用者のニーズに合った生活支援等サービスが行われるように、地

域の様々な支え合い活動をつなげ、組み合わせる調整役として、住民主体の支え合い活動を行う役

割を果たします。生活支援推進員とも呼ばれています。 
※15 本市では、健康教室等の介護予防活動に参加した方へ個人ポイントを付与し、高齢者の介護予防

活動を促進しています。ポイントが貯まると、商品券として引き換えを行っています。 
※16 「結とも」とは、認知症高齢者等見守りボランティア養成講座を修了し奄美市に「結とも」とし

て登録している見守りや話し相手をする地域のボランティアのことをいいます。 
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施策の柱 5 介護保険制度の適切な運営と基盤整備 

（第８期介護保険事業計画） 

【現状及び今後の方針】 

奄美市では、介護保険事業を運営するにあたり、利用者に対して適切な介護保険サービ

スを円滑に提供するとともに、持続可能な介護保険制度の構築を目指して、適正化事業を

効果的に実施し、給付適正化システム等を活用することにより、制度運営の信頼と質の向

上に取り組みます。 

【取組の概要】 

５－１）介護保険サービスの円滑な提供                     

① 日常生活圏域の設定と現状 

日常生活圏域については、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等

対象サービスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、各市

町村の高齢化のピーク時までに目指すべき地域包括ケアシステムを構築することを念頭に定

めることとされています。 

本市においては、第７期計画を継承し、地域支え合い体制づくりの区域に合わせた名瀬地

区６圏域（金久、伊津部、奄美、上方、下方、古見方）、住用、笠利という合計８圏域を設定

し、高齢者が生活する範囲内で地域資源を連携させることで、さらなる地域ケアの充実を図

るとともに、この日常生活圏域ごとに地域密着型サービス等のサービス量を見込み、公的介

護施設等のバランスがとれた整備を推進します。 

地域の高齢者の心身の健康保持及び生活の安定のために必要な援助・支援を包括的に行う

中核機関として、地域包括支援センターを名瀬地区、住用地区、笠利地区にそれぞれ設置し

ています。 

●地域包括支援センターの設置 

 圏域名 
人口 
（人） 

65歳以上
（人） 

高齢化率
（％） 

地区 
包括支援 
センター 

在宅介護支援 
センター 

1 金久 7,161 2,239 31.3 

名瀬地区 
名瀬地域 
包括支援 
センター 

名瀬地区 
在宅介護支援 

センター 
（６箇所） 

2 伊津部 4,622 1,493 32.3 

3 奄美 7,913 2,552 32.3 

4 上方 8,281 1,873 22.6 

5 下方 6,380 2,011 31.5 

6 古見方 1,180 513 42.8 

7 住用 1,235 562 45.5 住用地区 
住用地域 
包括支援 
センター 

住用地区 
在宅介護支援 

センター 

8 笠利 5,482 2,242 40.9 笠利地区 
笠利地域 
包括支援 
センター 

－ 

（住民基本台帳人口：令和元年３月末現在） 
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＜日常生活圏域ごとの現状＞ 

圏域別の総人口は、令和元年度では、上方圏域が 8,493 人で最も多く、次いで奄美圏域が

8,236人、金久圏域が 7,275人となっています。総人口の推移としては、上方圏域、下方圏域

は増加傾向で推移していますが、その他の圏域においては減少傾向で推移しています。 

圏域別の高齢化率は、令和元年度では、住用圏域が 44.5％で最も高く、次いで古見方圏域

が 42.4％、笠利圏域が 40.2％となっています。なお、全ての圏域において、高齢化率は上昇

傾向で推移しています。 

【第８期の圏域内訳】 

圏 域 町  名 

金 久 
長浜町・塩浜町・矢之脇町・入舟町・金久町・柳町・幸町・井根町 

末広町・永田町 

伊津部 港町・伊津部町・小浜町・佐大熊町 

奄 美 
石橋町・安勝町・久里町・古田町・小俣町・春日町・真名津町 

平田町 

上 方 
鳩浜町・朝日町・和光町・大熊町・浦上町・有屋町・仲勝町・芦花部 

有良・大熊・浦上・有屋・仲勝 

下 方 浜里町・平松町・根瀬部・知名瀬・小宿・里・朝仁・朝仁新町・朝仁町 

古見方 崎原・小湊・名瀬勝・西仲勝・前勝・西田・朝戸・伊津部勝 

住 用 
市・戸玉・山間・上役勝・中役勝・下役勝・石原・西仲間・東仲間 

川内・摺勝・見里・城・和瀬 

笠 利 

赤木名里・中金久・外金久・川上・屋仁・佐仁１区・佐仁２区・用 

笠利１区・笠利２区・笠利３区・辺留・須野・須野崎原・土盛・宇宿 

城間・万屋・和野・節田・平・土浜・用安・喜瀬１区・喜瀬２区 

喜瀬３区・打田原・前肥田・手花部 
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（ア）圏域ごとの介護保険サービス事業所の指定状況 

事業の種類 
金 

 
久 

伊
津
部 

奄 
 
美 

上 
 
方 

下 
 
方 

古
見
方 

名 
瀬 
計 

住 
 
用 

笠 
 
利 

奄 
美 
市 
計 

居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業 

訪問介護 5 2 1 5 5 1 19 1 3 23 

訪問入浴介護 1 0 1 0 0 0 2 0 0 2 

訪問看護ステーション 1 0 0 3 3 0 7 0 2 9 

訪問リハビリテーション（みなしを

除く） 
0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 

通所介護（地域密着含む） 2 1 3 4 5 1 16 1 3 20 

通所リハビリテーション 2 1 0 0 2 0 5 0 2 7 

（単独型）短期入所生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

居宅療養管理指導（みなしを除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特定施設入居者生活介護 0 0 0 1 1 0 2 0 0 2 

福祉用具貸与 1 2 0 2 0 0 5 0 0 5 

特定福祉用具販売 1 2 0 2 0 0 5 0 0 5 

居宅介護支援事業所 5 2 2 6 6 1 22 1 5 28 

介
護
保
険
施
設 

指定介護老人福祉施設 0 0 1 1 0 1 3 1 1 5 

介護老人保健施設 0 0 0 0 1 0 1 0 1 2 

介護医療院 0 0 0 0 １ 0 １ 0 0 １ 
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（イ）地域密着型サービスの必要定員総数 

種別 圏域名 
第７期末整備数 

第８期の見込み 

R3年度 R４年度 R5年度 

施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 

認知症対応型 
共同生活介護 
（※） 

金久 0 0 0 0 0 0 0 0 

伊津部 0 0 0 0 0 0 0 0 

奄美 0 0 0 0 0 0 0 0 

上方 １ 18 1 18 1 18 1 18 

下方 ２ 27 2 27 2 27 2 27 

古見方 １ 18 1 18 1 18 1 18 

住用 １ 18 1 18 1 18 1 18 

笠利 ２ 27 2 27 2 27 2 27 

奄美市 ７ 108 7 108 7 108 7 108 

小規模多機能型 
居宅介護 

金久 1 25 1 25 1 25 1 25 

伊津部 0 0 0 0 0 0 0 0 

奄美 0 0 0 0 0 0 0 0 

上方 0 0 0 0 0 0 0 0 

下方 0 0 0 0 0 0 0 0 

古見方 0 0 0 0 0 0 0 0 

住用 0 0 0 0 0 0 0 0 

笠利 1 29 1 29 1 29 1 29 

奄美市 2 54 2 54 2 54 2 54 

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護 

金久 0 0 0 0 0 0 0 0 

伊津部 0 0 0 0 0 0 0 0 

奄美 0 0 0 0 0 0 0 0 

上方 １ 20 １ 20 1 20 1 20 

下方 0 0 0 0 0 0 0 0 

古見方 0 0 0 0 0 0 0 0 

住用 0 0 0 0 0 0 0 0 

笠利 0 0 0 0 0 0 0 0 

奄美市 1 20 1 20 1 20 1 20 

地域密着型特定 
施設 

奄美市 0 0 0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護 
老人福祉施設 

奄美市 0 0 0 0 0 0 0 0 

※…介護保険法第 117 条第 2項の 1による必要定員総数の記載 
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② 介護保険サービスの見込み           

※令和２年度の各実績は見込み 

※第７期実績値及び第８期見込量における利用人数は月当たりの数、給付費は年額 

１ 居宅サービス 

   要支援者・要介護者が、在宅で日常生活を送るために必要な各種サービスを提供しま

す。認知症高齢者や一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯の増加、また、介護保険制度

の普及により、介護を必要とする方は年々増加していることから、居宅サービス利用者

数は増加傾向にあります。 

   できる限り、住み慣れた地域で必要な医療・介護サービスを受けつつ、安心して自分

らしい生活を実現できる社会を目指すため、今後は在宅医療の需要増加等に伴い、在宅

での介護サービスも需要増加が見込まれます。こうした利用者の需要に対応できるよう、

適切な在宅介護サービスの提供に努めます。 

 

（１）訪問介護（ホームヘルプ） 

自宅にホームペルパーが訪問し、食事・排泄・入浴の介助等の身体介護や、調理・洗

濯・掃除等の生活援助を行います。 

●第７期の状況 

指  標 

第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 424,232  420,871  445,852 1,290,955 

利用人数（人） 434  449  468 1,351 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 

第８期見込量 
令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 431,842 438,027 453,580 1,323,449 450,768  450,768  

利用人数（人） 473 479 491 1,443 489  489  
 
 

  



82 

（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

要介護者等の自宅へ訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行い、身体の清潔の保持、

心身の維持等を図ります。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 14,237  12,143  16,606 42,986 

利用人数（人） 16  14  17 47 

予防 

給付 

給付費（千円） 0 0 0 0 

利用人数（人） 0 0 0 0 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 13,502 13,912 14,223 41,637 14,223  14,223  

利用人数（人） 17 18 19 54 19  19  

予防 

給付 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 

利用人数（人） 0 0 0 0 0 0 

 

（３）訪問看護・介護予防訪問看護 

病状が安定期にあり、訪問看護が必要と主治医が認めた要介護者等の自宅へ看護師

等が訪問し、療養上の支援や必要な診療の補助を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 76,007  70,527  71,991 218,524 

利用人数（人） 202  192  195 588 

予防 

給付 

給付費（千円） 17,683  19,640  20,684 58,007 

利用人数（人） 61  66  66 193 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 70,320 71,943 75,811 218,074 75,811  77,324  

利用人数（人） 196 198 204 598 204  208  

予防 

給付 

給付費（千円） 21,489 22,092 23,409 66,990 23,409  24,482  

利用人数（人） 69 70 73 212 73  76  
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（４）訪問リハビリテーション 

理学療法士や作業療法士等の専門家が要介護者等の自宅へ訪問し、理学療法、作業療

法、その他必要なリハビリテーションを行い、心身機能の維持回復を図ります。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 15,120  16,511  22,207 53,838 

利用人数（人） 41  44  54 139 

予防 

給付 

給付費（千円） 4,884  5,989  8,394 19,267 

利用人数（人） 15  19  24 58 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 25,464 27,102 28,744 81,310 28,744  28,744  

利用人数（人） 59 63 67 189 67  67  

予防 

給付 

給付費（千円） 8,178 8,517 8,852 25,547 9,187  9,187  

利用人数（人） 23 24 25 72 26  26  

 

（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士などが要介護者等の自宅へ訪問し、心身の状況

や環境等を把握して、療養上の管理・指導を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 17,464  19,570  17,952 54,986 

利用人数（人） 190  202  203 595 

予防 

給付 

給付費（千円） 2,399  2,672  3,675 8,745 

利用人数（人） 27  28  36 91 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 20,402 21,600 23,964 65,966 23,964  25,805  

利用人数（人） 208 220 245 673 245  264  

予防 

給付 

給付費（千円） 3,363 3,565 3,656 10,584 3,656  3,748  

利用人数（人） 35 37 38 110 38  39  
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（６）通所介護（デイサービス） 

日帰りで通所介護施設に通う要介護者等に対し、食事、排泄、入浴、その他の必要な

日常生活上の支援や機能訓練等を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 173,414  192,022  206,410 571,846 

利用人数（人） 221  235  248 703 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 221,751 247,023 261,624 730,398 261,624  271,435  

利用人数（人） 265 289 304 858 304  315  

 

（７）通所リハビリテーション（デイケア）・介護予防通所リハビリテーション 

自宅で生活している要介護者等が送迎バス等で、介護老人保健施設、病院併設デイケ

ア等に通い、理学療法や作業療法等の必要なリハビリテーションを行い、心身機能の

維持回復を図ります。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 226,915  256,032  258,040 740,987 

利用人数（人） 262  298  289 849 

予防 

給付 

給付費（千円） 81,822  82,896  81,256 245,974 

利用人数（人） 201  206  197 604 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 272,531 283,539 287,561 843,631 287,561  292,692  

利用人数（人） 302 312 317 931 317  322  

予防 

給付 

給付費（千円） 83,887 85,441 86,194 255,522 86,194  86,948  

利用人数（人） 207 211 213 631 213  215  
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（８）短期入所生活介護（ショートステイ）・介護予防短期入所生活介護 

要介護者等の心身の状況やその家族の疾病等を把握する中で、家族の身体的・精神的

負担を軽減するため、特別養護老人ホーム等に短期間入所する要介護者等に対し、食

事、排泄、入浴、その他の必要な日常生活上の支援、機能訓練を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 72,820  79,698  71,024 223,542 

利用人数（人） 69  66  50 185 

予防 

給付 

給付費（千円） 1,963  942  698 3,602 

利用人数（人） 6  2  2 10 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 83,777 86,122 94,105 264,004 96,771  102,058  

利用人数（人） 70 72 78 220 80  84  

予防 

給付 

給付費（千円） 1,686 2,142 1,687 5,515 1,687  1,687  

利用人数（人） 4 5 4 13 4  4  

 

（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

要介護者等の心身の状況やその家族の疾病等を把握する中で、家族の身体的・精神的

負担を軽減するため、介護老人保健施設等に短期間入所する要介護者等に対し、看護、

医学的管理下における介護、機能訓練その他必要な医療及び日常生活の支援を行いま

す。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 34,373  28,789  24,743 87,906 

利用人数（人） 33  34  30 98 

予防 

給付 

給付費（千円） 560  868  1,025 2,454 

利用人数（人） 1  2  1 4 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 27,345 27,650 28,242 83,237 28,242  31,165  

利用人数（人） 35 36 37 108 37  41  

予防 

給付 

給付費（千円） 532 532 532 1,596 532  532  

利用人数（人） 1 1 1 3 1  1  
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（10）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設（有料老人ホーム・ケアハウスなど）に入所している要介護者等に、食事、

排泄、入浴等の介護、機能訓練、その他の必要な日常生活上の支援を行います。 

今後は、受容を考慮しながら必要に応じてサービスの提供を図ります。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 95,545  103,713  92,674 291,932 

利用人数（人） 42  45  40 127 

予防 

給付 

給付費（千円） 798  2,350  9,667 12,815 

利用人数（人） 1  2  14 17 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 95,320 95,373 97,804 288,497 97,804  114,049  

利用人数（人） 41 41 42 124 42  49  

予防 

給付 

給付費（千円） 2,321 2,323 2,323 6,967 2,323  2,323  

利用人数（人） 2 2 2 6 2  2  

 

（11）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

要介護者等が自立した生活を営めるように、福祉用具（車いす、特殊寝台等）の貸与

を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 97,855  97,314  103,859 299,029 

利用人数（人） 579  600  646 1,825 

予防 

給付 

給付費（千円） 24,436  26,596  26,610 77,642 

利用人数（人） 320  333  326 979 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 101,734 104,195 110,052 315,981 110,052  118,591  

利用人数（人） 645 658 682 1,985 682  728  

予防 

給付 

給付費（千円） 26,185 26,611 27,173 79,969 27,173  27,240  

利用人数（人） 326 331 338 995 338  339  
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（12）特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

自宅で生活する要介護者等が貸与になじまない福祉用具（腰掛け便座、入浴補助用

具、特殊尿器等）の購入費用の補助を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 3,430  3,284  4,211 10,925 

利用人数（人） 11  12  15 38 

予防 

給付 

給付費（千円） 2,616  2,743  2,295 7,654 

利用人数（人） 10  9  8 27 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 5,053 5,364 6,169 16,586 6,169  6,689  

利用人数（人） 19 20 23 62 23  25  

予防 

給付 

給付費（千円） 4,102 4,391 4,680 13,173 4,680  4,719  

利用人数（人） 13 14 15 42 15  15  

 

（13）住宅改修・介護予防住宅改修 

自宅で生活する要介護者等が、生活する住宅について、手すりの取り付け、段差解 

消等の一定の住宅改修費用の補助を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 9,117  8,399  11,790 29,306 

利用人数（人） 12  13  17 42 

予防 

給付 

給付費（千円） 9,339  8,395  8,621 26,354 

利用人数（人） 14  12  14 40 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 8,922 9,542 10,161 28,625 9,542  9,542  

利用人数（人） 14 15 16 45 15  15  

予防 

給付 

給付費（千円） 7,117 7,117 7,117 21,351 7,117  7,117  

利用人数（人） 13 13 13 39 13  13  
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（14）居宅介護支援・介護予防支援 

介護支援専門員が在宅で介護を受ける方の心身の状況、希望等を踏まえ、居宅（介護

予防）サービス計画（ケアプラン）を作成するとともに、確実にサービスが提供される

よう介護サービス事業所との連絡調整等を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 157,813  168,931  175,585 502,329 

利用人数（人） 868  923  969 2,759 

予防 

給付 

給付費（千円） 24,875  25,679  25,320 75,874 

利用人数（人） 472  488  483 1,443 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 186,401 196,208 206,216 588,825 210,248  224,183  

利用人数（人） 1,027 1,080 1,131 3,238 1,155  1,228  

予防 

給付 

給付費（千円） 28,731 30,018 31,447 90,196 31,447  31,818  

利用人数（人） 543 567 594 1,704 594  601  
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２ 地域密着型サービス 

   地域密着型サービスは、「介護が必要となっても住み慣れた地域で暮らし、近くで介護

サービスを受けることができる」という観点から、要介護者等の生活圏域内にサービス

提供の拠点が確保されるサービスで、保険者である本市がサービス提供を望む事業者に

対して指定する権限を持ち、計画的に整備することができます。 

   地域密着型サービスにおいては、地域との結びつきを重視し、地域住民やボランティ

ア団体と連携・協力し、地域との交流を図ります。 

 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者を始めとした在宅の要介護者等の生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪

問介護と訪問看護が一体的、または密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と

随時の対応を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 0  0  0  0  

利用人数（人） 0  0  0  0  

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 47,991 48,018 48,018 144,027 48,018  48,018  

利用人数（人） 20 20 20 60 20  20  

 

（２）夜間対応型訪問介護 

自宅で生活する要介護者等について、夜間の定期的な巡回訪問、または通報を受け、

自宅において、食事、排泄、入浴等の介護や、その他の日常生活上の世話を行います。 

第７期計画期間中の実績はなく、第８期計画において、利用量等は見込んでいませ

ん。 
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（３）地域密着型通所介護 

   地域との連携を図りながら、日帰りで介護施設に通う要介護者に対し、食事、排泄、

入浴、その他の必要な日常生活上の支援や機能訓練等を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 217,739  225,654  246,467 689,860 

利用人数（人） 215  232  243 690 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 241,244 249,006 261,081 751,331 261,081  312,929  

利用人数（人） 254 260 270 784 270  322  

 

（４）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

要介護者等の認知症の方が、デイサービスセンターへ通所し（または送迎を利用）、

食事、排泄、入浴等の介護や、生活等に関する相談・助言、機能強化やレクリエーショ

ン等のサービスを行います。 

第７期計画期間中の実績はなく、第８期計画において、利用量等は見込んでいませ

ん。 

 

（５）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

要介護者等が可能な限り自宅での生活を継続できるよう支援することを目的とし、

「通い」を中心に、利用者の様態や希望に応じて「泊まり」や「訪問」を組み合わせて、

食事、排泄、入浴等の介護、その他の必要な日常生活上の支援や機能訓練を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 75,783  86,645  91,977 254,404 

利用人数（人） 32  36  41 109 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 97,566 106,037 115,851 319,454 123,947  123,947  

利用人数（人） 44 48 52 144 55  55  
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（６）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症の方が少人数で共同生活を営み、食事、排泄、入浴等の介護、その他の必要な

日常生活上の支援や機能訓練を行います。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 305,484  309,421  315,810 930,714 

利用人数（人） 106  105  106 316 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 324,013 324,193 324,193 972,399 324,193  324,193  

利用人数（人） 108 108 108 324 108  108  

 

 

（７）地域密着型特定施設入居者生活介護 

入居定員が 30人未満の小規模な介護専用の有料老人ホームなどの入居者に対し、食

事、排泄、入浴等の介護や日常生活上の支援、機能訓練等を行います。 

第７期計画期間中の実績はなく、第８期計画において、利用量等は見込んでいませ

ん。 

 

（８）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

入居定員が 30人未満の介護老人福祉施設において、自宅での介護が困難な要介護者

等が入所し、食事、排泄、入浴等の介護をはじめとする日常生活上の支援や機能訓練等

を行います。 

第７期計画期間中の実績はなく、第８期計画において、利用量等は見込んでいませ

ん。 

 

（９）看護小規模多機能型居宅介護 

利用者の状況に応じて小規模な住居型の施設への「通い」、自宅に来てもらう「訪問」

（介護と看護）、施設に「泊まる」サービスを柔軟に受けられます。第８期計画期間中

においては、利用量等は見込んでいません。 
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３ 施設サービス 

   可能な限り在宅での介護保険サービスの利用を推進する中で、在宅での生活が困難な

方に対して、必要な施設サービスの提供を行います。 

   施設入所を必要とする方の心身の状態、家庭環境、希望に合った施設を選択し、適切

な利用ができるよう、ケアマネージャーや介護サービス事業所と連携を図るとともに、

情報提供や相談体制の充実を図る等、支援をしていきます。 

 

（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常に介護が必要で、自宅では介護ができない方が対象の施設で、入所者に対し、食

事、排泄、入浴等の日常生活の介護や健康管理が受けられます。 

生活介護が中心の施設です。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 938,148  969,351  1,016,461 2,923,960 

利用人数（人） 313  318  324 955 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 1,027,920 1,028,490 1,028,490 3,084,900 1,028,490  1,028,490  

利用人数（人） 325 325 325 975 325  325  

 

（２）介護老人保健施設 

病状が安定し、リハビリに重点をおいた介護が必要な方が対象の施設です。 

看護・医学的な管理の下における介護及び機能訓練が受けられます。 

介護やリハビリが中心の施設です。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 634,718  589,679  676,439 1,900,837 

利用人数（人） 200  186  206 592 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 653,693 654,056 654,056 1,961,805 654,056  654,056  

利用人数（人） 198 198 198 594 198  198  
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（３）介護医療院 

慢性期の医療・介護ニーズに対応するため、重介護者の受入れ、看取り・ターミナル

等の機能、生活施設としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設です。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 0  0  0  0  

利用人数（人） 0  0  0  0  

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 97,602 97,656 97,656 292,914 97,656  97,656  

利用人数（人） 20 20 20 60 20  20  

 

（４）介護療養型施設 

入院する患者への介護サービス提供を行う医療施設（病院）です。国の制度改正によ

り、他施設への転換・廃止等が示されており、奄美市では既に廃止済ですので、今後の

利用量等は見込んでいません。 

●第７期の状況 

指  標 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 4,631  4,596  4,286 13,513 

利用人数（人） 1  1  1 3 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計） 

指  標 
第８期見込量 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護 

給付 

給付費（千円） 0  0  0  0    

利用人数（人） 0  0  0  0    
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４ 介護給付費の推移 

●第７期の状況                     

 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

在宅サービス（千円） 1,786,895 1,862,811 1,947,290 5,596,996 

居住系サービス（千円） 401,826 415,484 418,151 1,235,461 

施設サービス（千円） 1,577,497 1,563,626 1,697,186 4,838,310 

総給付費(①) （千円） 3,766,217 3,841,922 4,062,627 11,670,766 

※令和２年度の各実績は見込みです 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計）                 

 
第８期推計値 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

在宅サービス（千円） 2,041,115  2,125,714  2,220,149  6,386,978  2,231,847  2,335,591  

居住系サービス（千円） 421,654  421,889  424,320  1,267,863  424,320  440,565  

施設サービス（千円） 1,779,215  1,780,202  1,780,202  5,339,619  1,780,202  1,780,202  

総給付費(①‘) （千円） 4,241,984  4,327,805  4,424,671  12,994,460 4,436,369 4,556,358 
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５ その他給付費 

●第７期の状況                     

 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

特定入所者介護 

サービス費等給付額

（千円） 
233,847 232,014 246,443 712,304 

高額介護サービス費

等給付額（千円） 
115,948 115,369 112,511 343,828 

高額医療合算介護サ

ービス費等給付額 

（千円） 
9,743 10,519 17,246 37,508 

審査支払手数料 

（千円） 
4,338 4,197 4,588 13,123 

その他計（千円）(②) 363,876 362,099 390,789 1,116,764 

※令和２年度の各実績は見込みです 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計）                 

 
第８期推計値 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

特定入所者介護 

サービス費等給付額（千

円） 
222,868  213,839  215,721  652,429 219,120 248,476 

高額介護サービス費等

給付額（千円） 
120,219  120,800  121,862  362,881 123,782 140,368 

高額医療合算介護サー

ビス費等給付額 

（千円） 
10,240  10,320  10,411  30,971 10,575 11,992 

審査支払手数料 

（千円） 4,531  4,567  4,607  13,706 4,679 5,307 

その他計（千円）(②’) 357,858 349,526 352,601 1,059,987 358,156 406,143 
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６ 標準給付費見込額 

●第７期の状況                     

 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

標準給付 

見込額（千円） 

(①+②) 
4,130,094 4,204,021 4,453,416 12,787,530 

※令和２年度の各実績は見込みです 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計）                 

 
第８期推計値 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

標準給付 

見込額（千円） 

(①’+②’) 
4,599,843 4,677,333 4,777,273 14,054,448 4,794,527 4,962,502 

 

７ 地域支援事業費 

●第７期の状況                     

 
第７期実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 第７期計 

介護予防・日常生活支

援総合事業（千円） 198,970 201,779 231,512 632,261 

包括的支援事業・任意

事業費（千円） 
76,668 116,255 130,225 323,169 

地域支援事業費 

計（千円） 
275,658 318,034 361,737 955,430 

※令和２年度の各実績は見込みです 

●第８期の見込み（令和７年度推計・令和 22年度推計）                 

 
第８期推計値 令和７年度 

推計 

令和 22年度 

推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 

介護予防・日常生活支

援総合事業（千円） 
233,312  233,312  234,012  700,636 232,455  215,024  

包括的支援事業・任意

事業費（千円） 
59,448  59,448  59,448  178,344 60,790  56,643  

地域支援事業費 

計（千円） 
360,945  360,945  361,645  1,083,535 361,431 339,853 

 

 

 

  



97 

③ 第１号被保険者の保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）保険給付費の財源 

介護保険財政の財源は、以下のとおり 65 歳以上の第１号保険料、40 歳～64 歳の第２

号保険料、国の負担金、県・町の負担金及び高齢化率等で決められている調整交付金によ

って構成されています。 

標準給付費（居宅系） 標準給付費（施設系） 

  

介護予防・日常生活支援総合事業費 包括的支援事業・任意事業費 

   

国

（調整交付金）

5.0%

国

20.0%

県

12.5%

奄美市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

国

（調整交付金）

5.0%

国

15.0%

県

17.5%

奄美市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

国

（調整交付金）

5.0%

国

20.0%

県

12.5%

奄美市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%
国

38.5%

県

19.25%

奄美市

19.25%

第１号

被保険者

23.0%

（第 1号被保険者の保険料について） 

65歳以上である第 1号被保険者の介護保険料は市町村（保険者）ごとに定められ、第

８期計画期間（令和３年度～令和５年度）における奄美市の高齢者数や必要とされるサ

ービス量の見込みを元に必要額を推計し、標準となる基準額を算出します。高齢者の増

加に伴い必要となるサービス利用量も増えるため、介護保険料のご負担額も増加する傾

向にあります。 

奄美市では、高齢者の所得に占める保険料負担の公平感を高めるため、高齢者の所得

状況に応じた所得区分や補正係数となるよう見直しを図っています。 
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（イ）第１号被保険者保険料額（月額）の推移 

奄美市における第 1期からの保険料の推移は下記のとおりです。    （単位：円） 

期別 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

年度 H12～14 H15～17 H18～20 H21～23 H24～26 H27～29 H30～R2 

名瀬 3,800 5,500 5,100 

5,100 5,100 6,400 6,600 住用 3,500 4,900 4,800 

笠利 3,200 4,400 3,800 

 

 

（ウ）第１号被保険者保険料算定の流れ 

   第 1 号被保険者の保険料は高齢者数の伸びやサービス利用者数の増加等に伴い、上昇

する傾向にあります。第８期における保険料を下記に基づいて算出します。 

 

① 高齢者人口（第 1号被保険者数）の推計 

 

令和２年度１３，２６５人→令和５年度１３，４８９人 

 

 

 

② 要介護・要支援認定者数の推計 

 

令和２年度２，９０９人→令和５年度２，９８３人 

 

 

 

③ 第８期の３年間で必要な第１号被保険者に係る保険料収納必要額を推計 

 

第 1号被保険者負担分相当額(A) =（給付費見込額+地域支援事業費） 

×0.23（第１号被保険者負担割合） 

保険料収納必要額(B) ＝第 1号被保険者負担分相当額+調整交付金相当額 

-調整交付金見込額+財政安定化基金償還金 

④ 推計値を元に保険料を算出 

 

保険料収納必要額を 3 年間分の第 1 号被保険者数で割り、保険料月額を算出します。 

第８期保険料月額≒保険料収納必要額(B)÷予定保険料収納率 

÷第１号被保険者数（所得段階別加入割合補正後被保険者数）÷１２（月） 

 

65歳以上の高齢者人口は２２４人増加見込み 

要介護者・要支援者の合計は７４人増加見込み 
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項目 第７期（３年間） 第８期（３年間） 

標準給付費見込額（円） 13,460,530,061 14,054,448,393 

地域支援事業費（円） 945,000,000 1,083,535,000 

第１号被保険者負担分相当額（Ａ）（円） 3,313,271,941 3,481,736,180 

調整交付金相当額（円） 701,526,503 737,754,220 

調整交付金見込額（円） 1,507,134,000 1,506,337,000 

準備基金取崩額（円） 25,000,000 169,600,000 

保険料収納必要額（Ｂ）（円） 2,482,664,417 2,543,553,400 

 

  第８期における第１号被保険者の介護保険料月額は下記のとおりになります。 

保険料収納必要額（Ｂ） 2,543,553,400円 

予定保険料収納率 99.11％ 

第１号被保険者人数 32,403人 

第８期保険料基準額 ６，６００円（５段階・月額） 

増 額 要 因 

○標準給付費見込額及び地域支援事業費の増加 

○要介護者・要支援者の増加に伴うサービス利用の増 

○令和３年４月からの介護報酬改定(0.7%上昇) 

○新規サービス（介護医療院）の参入 

減 額 要 因 

○第１号被保険者の人数の増加 

○準備基金取り崩しによる減額 

○介護予防・給付適正化の取組による効果 

 

なお、このまま推移すると、この介護保険料基準額は令和７年度には７，４２３円程度

になると見込まれています。保険料の上昇を抑えるためにも、健康な高齢者を増やすこと

や、地域で支え合う体制づくりなどの強化・充実が必要です。 
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（エ）保険料の所得段階別区分 

介護保険料は被保険者の負担能力に応じた補正係数をかけることで、所得段階別に設

定されます。奄美市では、第８期の所得区分について従来の９段階を見直し、14 段階に

設定しました。より細やかな所得区分と緩やかな補正係数を設けることで、所得区分に

対する保険料負担の公平感を高め、制度の安定運営を図ります。 

段階 対象者 補正係数 
月額保険料 

 

R２人数 

(R２.11 月) 
割合 

第１段階 

生活保護受給者 

市民税非課税世帯で、老齢福祉年金受給者 

市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額と課税

年金収入の合計が８０万円未満の者 

0.5 
（0.3） 

3,300 
（1,980） 

17,010 42.3% 

第２段階 
市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額と課税

年金収入の合計が８０万円以上１２０万円未満の

者 

0.75 
（0.5） 

4,950 
（3,300） 

3,926 9.8% 

第３段階 
市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額と課税

年金収入の合計が１２０万円以上の者 

0.75 
（0.7） 

4,950 
（4,620） 

2,983 7.4% 

第４段階 
市民税課税世帯で、本人の合計所得金額と課税年

金収入の合計が８０万円未満の者 
0.85 5,610 3,006 7.5% 

第５段階 
市民税課税世帯で、本人の合計所得金額と課税年

金収入の合計が８０万円以上の者 
1.0 6,600 2,250 5.6% 

第６段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が１００万

円未満の者 
1.03 6,798 3,628 9.0% 

第７段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が１００万

円以上１２０万円未満の者 
1.1 7,260 1,185 2.9% 

第８段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が１２０万

円以上１６０万円未満の者 
1.2 7,920 2,295 5.7% 

第９段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が１６０万

円以上２００万円未満の者 
1.3 8,580 1,333 3.3% 

第 10段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が２００万

円以上３００万円未満の者 
1.5 9,900 1,313 3.3% 

第 11段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が３００万

円以上４００万円未満の者 
1.7 11,220 513 1.3% 

第 12段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が４００万

円以上５００万円未満の者 
1.8 11,880 259 0.6% 

第 13段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が５００万

円以上６００万円未満の者 
1.9 12,540 143 0.4% 

第 14段階 
本人が市民税課税者で、合計所得金額が６００万

円以上の者 
2.0 13,200 402 1.0% 

合   計 - - 40,246 100.0% 

※（ ）は低所得者保険料軽減事業による軽減後の調整率及び保険料額  
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５－２）介護保険サービスの円滑な提供                

① 介護給付適正化事業の推進（介護給付適正化計画） 

介護サービスが本来の目的である高齢者の自立支援に資するものとして提供されるため

には、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする過不足のな

いサービスの提供が必要です。 

介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができ、サ

ービスの供給が安定的に確保されるよう、本市では第７期に引き続き「要介護認定の適正

化」、「ケアプランの点検」、「住宅改修等の点検」、「医療情報との突合・縦覧点検」、「介護給

付費通知」の主要事業等を実施し、鹿児島県や国民健康保険団体連合会等と連携を図りな

がら、介護サービスの適切な利用と提供を目指します。 

 

具体的な事業 取り組み内容 

要介護認定の適正化 

 要介護認定の新規・更新・変更認定に係る認定調査の内容につい

て、保険者による点検等を実施し、適正かつ公平な要介護認定の確

保を図ります。 

ケアプランの点検 

 利用者の自立支援に資する適切なケアプランであるか等に着目

したケアプランの確認、指導を実施します。 

 また、「ケアプラン点検支援マニュアル（国が作成）」を活用し、

介護支援専門員協議会に登録されている民間の主任介護支援専門

員とともに、鹿児島県の「主任介護支援専門員指導力強化事業」で

作成した大島地区の「ケアプラン点検」手法を実施します。 

住宅改修等の点検 

Ⅰ．住宅改修の点検 

疑義のある住宅改修に対し、リハビリテーション専門職等の協力

を得ながら改修前の事前訪問調査や事後確認を実施し、受給者の

状態に適した住宅改修を推進します。 

Ⅱ．福祉用具購入・貸与調査 

 福祉用具の必要性や利用状況等について点検を行うことで、受

給者の身体の状態に応じた必要な福祉用具の利用を進めます。 

縦覧点検・医療情報

との突合 

 医療担当部署との更なる連携体制の構築を図りつつ、縦覧点検・

医療情報を国保連へ委託することにより、受給者の後期高齢者医

療や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給

付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行い、医療と介護

の重複請求の排除等を図ります。 

介護給付費通知 

 受給者や事業者に対して、適切なサービスの利用と提供につい

て普及啓発、及び、通知を送る際に受給者自らが受けているサービ

スを改めて確認・把握し、適正な請求に繋がることを目指します。 
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また、よりよい居宅・施設サービスや地域密着型サービスの整備を促進するとともに、

地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援事業者に対する集団指導や実地指導を行いま

す。 

その他、介護給付適正化の支援ソフトや国保連の適正化システム、国が提供する地域包

括ケア「見える化」システム等を活用し、保険者自身が自己分析を行うことで、要介護度

別、サービス種類毎の介護給付動向等の把握に努めます。 

各種システムによって出力された帳票については、活用頻度が高いものを中心に保険者

により確認・点検し、抽出された内容についての過誤調整や、サービス提供事業者に対す

る指導を実施します。 
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② 介護保険サービスの質の向上 

介護保険サービスの適切な運用に加え、高齢者ができるだけ住み慣れた地域で自立でき

るよう在宅サービスの充実を今後も推進していきます。 

 

 ア）地域包括支援センター運営協議会の充実 

  地域包括支援センターの適切な運営、公正・中立性の確保その他センターの円滑かつ適

正な運営を行うとともに、協議会内容の充実を図ります。 

 

 イ）介護職種のストレスケア 

  対人援助職である介護職種は、慢性的な心身のストレス等により、他の職種に比べ離職

率が高い状況となっています。地域包括ケアシステムの構築のためには、マンパワーの確

保と離職防止についての取組が重要であり、介護職種のストレスケアに努めます。 

 

 ウ）介護職の質の向上を目的とした研修会の開催 

  各種団体と協力し、介護支援専門員や介護サービス事業所の研修会を確保するとともに、

多職種参加による事例検討会等を通し、必要な技術や知識の向上を目指します。 

  また、地域包括支援センターが処遇困難ケースなどに積極的に関わることで、介護支援

専門員の負担軽減や資質の向上につながるよう、引き続き支援していきます。 

 

 エ）介護事業者の人材確保に向けた取り組み 

  インターンシップの積極的な受け入れや職場見学・中高生向け進路ガイダンス・就職説

明会等を開催し、特に若年層における理解度やイメージの向上に努め、地域を支える介護

関連従事者の人材確保を図ります。 

 

 オ）相談・苦情対応の充実 

  介護保険制度運営上の苦情相談等について、迅速かつ適切な対応を行うことで、市民が

気軽に相談できるように、本市の相談窓口や地域包括支援センター等の相談事業の充実を

図り、それぞれの相談窓口の役割に応じた対応が適切に行われるように連携を図り、解決

に向けた体制の強化を目指します。 
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カ）低所得者への支援等負担軽減策の実施 

  介護保険制度では、すべての被保険者が保険料を負担し、サービスを利用する場合は、

原則として費用の１割（所得により一部の方は３割）を負担することになります。本市で

は、低所得者等に配慮した負担軽減策を講じます。 

 

 ａ）高額介護サービス費 

  介護保険でサービスを利用された方の１か月の利用者負担額合計が一定の限度額を超え

たときは、申請された方へその超過分が介護保険から払い戻される制度です。限度額は、

所得によって区分されています（施設における食費・居住費、福祉用具購入、住宅改修の

自己負担は対象外です）。 

 

 ｂ）介護保険負担限度額認定制度 

  介護保険施設に入所すると介護サービス費のほかに居住費・食費を負担することになり

ますが、申請により一定の要件を満たす低所得の方には、利用者負担限度額を設定し、そ

れを超えた部分について、介護保険から給付し、負担を軽減します。 

 

 ｃ）社会福祉法人軽減制度 

  低所得で生計困難な利用者に対し、介護保険サービスを提供する社会福祉法人が、その

社会的役割として利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図り

ます。 

 

 ｄ）離島地域における特別地域加算に係る利用者負担軽減 

  離島地域における訪問系の介護サービスは、特別地域加算が行われるため利用者負担が

増額されます。このため、離島地域でない地域の住民との負担の均衡を図る観点から利用

者負担の一部を軽減し、介護保険サービスの利用促進を図ります。 

 

 ｅ）障害者ホームヘルプサービス利用者に対する助成事業 

  障害者施策によるホームヘルプサービス事業を利用していた境界層該当（※）の障害者

及び特定疾病によって生じた身体上等の障害が原因で、要介護・要支援の状態となった 40

歳から 64歳までの方で、介護保険制度の適用を受けることになった方に対して、利用者負

担を免除することにより、訪問系介護サービスの継続的利用の促進を図ります。 

  ※介護保険料・利用者負担などの介護保険に伴う支払軽減により、生活保護の受給に該当しなくなる方 

 

 ｆ）高額介護合算療養費制度 

  ８月から翌年７月までの１年間に、後期高齢者医療と介護保険の利用によって、自己負

担額の合計額が著しく高額になったときは、申請された方へ限度額を超えた分が払い戻さ

れます。 
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第４章 計画の推進について 

１ 計画の進行管理 

本計画に基づいて行われる事業が、目的どおりの成果を上げているかどうか確認し、その

結果を基に計画をより実効性のあるものにしていくため、事業の進行を客観的に管理（評価）

できる具体的な計画値を設定し、「奄美市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画評価委員会」

において、目標に対する進行管理や評価を適正に行います。 

 

２ 庁内及びサービス提供事業者等との連携体制強化 

本市の関係各課及び地域包括支援センター等の各協議会や市内介護サービス提供事業者と

の連携を強化し、第８期計画の着実な実施に努めます。 

 

３ 地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活していくためには、行政や民間事業者が提供する保

健福祉サービスだけでは十分ではなく、地域住民による支え合いや助け合い等の地域福祉活

動の充実が必要です。 

民生委員や地域福祉の推進役である社会福祉協議会の活動、ボランティア・ＮＰＯ等市民

の自主的な活動組織を支援し、地域福祉の推進に努めます。 
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第５章 資料編 

１ 計画の策定経過                         

期間 項目 内容等 

令和元年 11月 29日～

令和２年１月 10日 
アンケート調査 高齢者等の実態、意識及び意向の調査 

令和２年５月 25日 第 1回 策定委員会 

・高齢者福祉計画及び介護保険事業計画

の概要について 

・高齢者人口及び要介護認定者数の現状

と推計 

令和２年７月 15日 第２回 策定委員会 

・第７期計画の事業評価の報告 

・給付実績・給付分析 

・アンケート結果報告 

・第８期計画の骨子案 

令和２年 10月 14日 第３回 策定委員会 
・計画素案の確認 

・来年度以降の評価委員会について 

令和２年 12月２日 第４回 策定委員会 
・計画素案の確認 

・介護保険料の見込み 

令和２年 12月 21日 

～令和３年１月８日 
パブリックコメント ・市民の意見募集 

令和３年２月 10日 第５回 策定委員会 
・パブリックコメントの実施結果 

・第８期計画 計画案 
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２ 第８期奄美市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員名簿 

団体名 職名 氏名（敬称略） 

大島郡医師会 

理事 稲 源一郎 

理事 野崎 義弘 

鹿児島県看護協会大島地区 （医）徳洲会看護師 和田 百代 

名瀬保健所 健康企画課長 久保 倫子 

老人福祉施設協議会 

（大島支部） 
奄美佳南園 園長 村田 勇樹 

奄美市社会福祉協議会 会長 福山 敏裕 

奄美市介護保険事業所連絡協議会 会長 盛谷 一郎 

鹿児島県介護支援専門員協議会 

奄美大島・喜界島支部 
支部長 中里 浩然 

奄美市老人クラブ連合会 会長 俵 久子 

奄美市名瀬町内会・自治会連合会 会長 進 文蔵 

一般公募 

- 近藤 みどり 

- 塩崎 博成 

奄美市 

保健福祉部長 山下 能久 

福祉事務所長 永田 孝一 
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３ 奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会要綱 

 

改正 

平成 20年５月１日告示第 31号 

平成 21年４月１日告示第 50号の 17 

令和２年４月１日告示第 71号 

 

（設置） 

第１条 奄美市における高齢者保健福祉事業に関する総合的な計画を策定するため，奄美市

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査及び審議する。 

(１) 高齢者保健福祉計画に関すること。 

(２) 介護保険事業計画に関すること。 

 

（組織等） 

第３条 委員会は，委員 15人以内をもって組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱又

は任命する。 

(１) 保険医療機関関係者 ４人以内 

(２) 社会福祉施設関係者 ４人以内 

(３) 介護保険法（平成９年法律第 123号）に定める被保険者となるべき者の代表（公募

に応じた者を含む。） ５人以内 

(４) 奄美市の職員 ２人以内 

２ 委員は，当該諮問に係る審議が終了したときは，解任されるものとする。 

３ 委員会を補佐するため，奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定検討委員

会（以下「検討委員会」という。）を設置する。 

４ 検討委員会の委員は，奄美市職員で組織し，市長が別に定める。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選により選出する。 

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代

理する。 
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（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集し，その議長となる。 

２ 会議は，委員の２分の１以上が出席しなければ，開くことができない。 

３ 委員長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，説明又は意見

を求めることができる。 

 

（事務の処理） 

第６条 委員会の事務は，保健福祉部において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，委員長が会議に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は，平成 18年３月 20日から施行する。 

附 則（平成 20年５月１日告示第 31号） 

この要綱は，平成 20年５月１日から施行する。 

附 則（平成 21年４月１日告示第 50号の 17） 

この要綱は，平成 21年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日告示第 71号） 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  
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４ 奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画評価委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（以下「計画」という。）の進捗状

況の点検及び評価を行い，市の高齢者施策を総合的かつ計画的に推進するため，奄美市高

齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事務は，次に掲げる事項とする。 

(１) 計画の進捗状況に対する点検・評価・助言に関すること。 

(２) その他計画の推進に関すること。 

 

（組織） 

第３条 委員会は，委員 15人以内をもって組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は

任命する。 

(１) 保険医療機関関係者 ４人以内  

(２) 社会福祉施設関係者 ４人以内 

(３) 介護保険法（平成９年法律第 123 号）に定める被保険者となるべき者の代表（公募に

応じた者を含む。） ５人以内 

(４) 奄美市の職員 ２人以内 

(５) その他市長が必要と認めた者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年以内とし，再任を妨げない。ただし，委員に欠員が生じた場合に

おける補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選により選出する。 

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代

理する。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集し，その議長となる。 

２ 会議は，委員の２分の１以上が出席しなければ，開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長の決するところに

よる。 
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４ 委員長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，説明又は意見

を求めることができる。 

 

（事務の処理） 

第７条 委員会の事務は，高齢者福祉を所管する課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，委員長が会議に諮って定める。 

 

附 則 

１ この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず，最初の会議は，市長が招集する 
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５ 用語解説 

あ行 

 

●アウトリーチ 

支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、行政や支援機関等が積極

的に働きかけて情報支援を届ける取り組み。 

●インセンティブ 

個々の取り組み状況によって見返りを与える取り組み。 

●ＮＰＯ（エヌ・ピー・オー） 

非営利団体。営利活動を目的としない団体等を指す。 

 

か行 

 

●介護保険事業計画 

介護保険法第１１７条では、「市町村は事業指針に則して、３年を一期とする当該

市町村が行う介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町

村介護保険事業計画」という）を定めるものとする。」と規定されている。 

●介護予防 

要介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと、そして要介護状態にあって

もその悪化をできる限り防ぐこと、さらには軽減を目指すこと。 

●介護予防ケアマネジメント 

要介護状態等となることを予防するため、その心身の状況、その置かれている環境

その他の状況に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防事業その他の適切な事

業が包括的かつ効率的に実施されるよう必要な援助を行うこと。地域包括支援センタ

ーが中心的な役割を担う。 

●虐待 

暴力的な行為（身体的虐待）や暴言や無視、いやがらせ（心理的虐待）、勝手に金

銭等の資産を使ってしまうなどの行為（経済的虐待）、性的ないやがらせ（性的虐

待）など。高齢者の虐待では、介護・世話の放棄・放任や行動を制限する身体拘束も

含まれる。 

●ケアマネジメント 

要介護者等に対し、個々の解決すべき課題や状態に即した介護サービスが適切かつ

効果的に提供されるよう、保健・医療・福祉にわたる介護サービスが総合的、一体

的、効率的に提供されるサービス体系を確立すること。 
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●軽費老人ホーム 

老人福祉法に基づく老人福祉施設の一種。無料または低額な料金で高齢者を入所さ

せ、食事の提供その他日常生活上必要な便宜を供与することを目的とする入所施設。

給食サービスがあるＡ型と自炊のＢ型およびケアハウスの３種がある。 

●権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することが困難な認知症高齢者や障がいのある人

等に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズの獲得を行うこと。 

●高額医療合算介護サービス費 

医療と介護の両方のサービスを利用している世帯の負担を軽減する制度。それぞれ

年間の自己負担額を合算して、自己負担限度額を超えた分が払い戻される。 

●高額介護サービス費 

所得に応じて一定額を超えた分の自己負担があった場合に、その超えた分が申請す

ることにより高額介護サービス費として払い戻される制度。 

 

さ行 

 

●財政安定化基金償還金 

市町村による財政安定化基金（市町村の介護保険財源の安定化に資するため、都道

府県に基金を設け、一定の事由によって市町村の介護保険財源に不足が生じた場合に

資金の交付または貸付を行うことを目的とする基金）からの借入金に対する返済金の

こと。借入れを受けた次の事業運営期間の各年度で返済を行う。 

●在宅福祉アドバイザー 

高齢者や障がい者など援護を必要とする人々に対し、声かけや安否確認などの見守

り活動や在宅福祉サービスに関する情報提供、ニーズの掘り起こしなどを行う。 

●サ高住（サービス付き高齢者向け住宅） 

主に民間事業者が運営する、バリアフリー対応の賃貸住宅。要介護高齢者が多く入

居する有料老人ホームと異なり、主に介護認定自立あるいは要支援・要介護高齢者を

受け入れている。 

●サロン 

だれもが参加できる交流の場として、様々な世代の人たちが集まり、共同で企画を

行い運営していく仲間づくり、居場所づくりをする場。 

●準備基金（介護保険介護給付費準備基金） 

市町村において各計画期間における保険料の剰余分を積み立て、当該及び次期計画

期間において、保険料が不足した場合や次期保険料を見込む際に充てるために活用す

る基金。 
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●シルバー人材センター 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、市町村ごとに設置されてい

る公益社団法人。地域の家庭や企業、公共団体などから請負又は委任契約により仕事

（受託事業）を受注し、会員として登録した定年退職後等で長期の就職することは望

まないが、長年の経験と能力を活かして働く意欲を持つ高齢者の中から適任者を選ん

でその仕事を遂行する。 

●生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、

地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネー

ト機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を担う。 

●生活習慣病 

がん、脳卒中、心臓病、高血圧症、糖尿病、脂質異常症、高尿酸血症など、食生

活、運動、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が発症原因に関与していると考えられる疾

患の総称。 

●セルフマネジメント 

自己管理や自律を意味し、自分の精神状態や健康状態を安定させ、より良い状態に

なるよう改善を図っていくこと。 

 

た行 

 

●第１号被保険者 

市内に住所を有する６５歳以上の者。 

●第２号被保険者 

市内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者。 

●地域ケア会議 

地域包括ケアシステムの実現に向け多職種協働で高齢者個人に対する支援の充実と

それを支える社会基盤の整備を同時に図っていくための手法または協議体。 

●地域支援事業 

介護保険制度において、被保険者が要介護状態や要支援状態となることを予防する

とともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立し

た日常生活を営むことができるよう支援するため、市区町村が行う事業。平成２６年

度の制度改正により、要支援者を対象とした予防給付の訪問介護及び通所介護が地域

支援事業に移行され、これにより「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援

事業」「任意事業」から構成される。 
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●地域包括ケアシステム 

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域において継続して生活ができるように、医

療、介護、生活、予防、住まいの５つの領域を含めた様々な支援サービスが包括的

に、切れ目なく提供されること。 

●地域包括支援センター 

平成１７年の介護保険法改正で制定された、地域住民の保健・福祉・医療の向上、

虐待防止、介護予防マネジメントなどを総合的に行う機関で、各市町村に設置され

る。 

●地域密着型サービス 

要介護者、要支援者ができる限り住み慣れた地域での生活が継続できるよう、平成

１８年４月の介護保険制度改正により、新たに創設されたサービス。利用者は、原則

として当該市町村の被保険者に限られる。 

●調整交付金 

介護保険財政において、第１号被保険者のうち７５歳以上である者の割合（後期高

齢者加入割合）及び所得段階別被保険者割合の全国平均との格差により生ずる保険料

基準額の格差調整のために国より交付されるもの。 

●データヘルス計画 

国の成長戦略として医療情報（レセプト）や健診結果の情報等のデータ分析に基づ

き、PDCAサイクルで効率的・効果的な保健事業を実施する取り組み。 

●特別養護老人ホーム 

入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活の世話、機能訓練、健康管理及び療養上

の世話を行う、要介護高齢者のための生活施設。 

 

な行 

 

●日常生活圏域 

住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他の社

会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備状況その他の条件を

総合的に勘案して設定する。 

●認知症 

一度獲得された知能が、脳の器質的な障がいにより持続的に低下したり、失われた

りする状態。 

●認知症カフェ 

認知症の人やその家族、各専門家や地域住民が集う場として提供され、お互いに交

流をしたり、情報交換をしたりすることを目的としている。 
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●認知症ケアパス 

各地域において、いつ、どこで、どのような医療や介護サービスを受けることがで

きるのかを、認知症の人の状態の変化に応じて分かるよう標準的な流れを示したも

の。 

●認知症サポーター 

認知症の人と家族への応援者であり、認知症について正しく理解し、偏見を持た

ず、認知症の人や家族を温かい目で見守るなど、自分のできる範囲で活動する人材。

市町村等が開催する認知症の勉強会を受講すれば、誰でもなることができる。 

●認知症初期集中支援チーム 

家族等の訴えにより、医療・介護の専門職が複数で認知症が疑われる人や認知症の

人及びその家族を訪問し、初期の支援を包括的・集中的（おおむね６箇月）に行い自

立した生活のサポートを行うチーム。 

●認知症地域支援推進員 

認知症の人への効果的な支援のために医療機関や介護サービス、地域の支援機関を

つなぐコーディネーターとしての役割を担う。 

 

は行 

 

●ピア活動 

仲間同士助け合い、気持ちやそれぞれ体験したことを分かち合うこと。 

●ＰＤＣＡサイクル 

プロジェクトの実行に際し、計画を立案し（Plan）、実行し（Do）、その評価

（Check）に基づいて改善（Act）を行う、という行程を継続的に繰り返す仕組みのこ

と。 

●フレイル 

高齢者の健康状態と要介護状態の間にある「虚弱状態」のこと。身体機能の低下

（フィジカルフレイル）、口腔機能の低下（オーラルフレイル）、認知・心理障害

（コグニティブフレイル）、社会的孤立（ソーシャルフレイル）といった様々な要素

を含む多面的な概念であり、この状態が長く続くと、要介護や寝たきりのリスクが高

まる。 

●ヘルスアセスメント 

個人の生活習慣や行動を、社会や生活環境などを交えて把握し、健康度を評価する

こと。 

●ボランティア 

社会を良くするために、無償性、善意性、自発性に基づいて技術援助、労力提供な
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どを行う人をいう。 

 

ま行 

 

●民生委員 

「民生委員法」に基づき各市町村に置かれる民間奉仕者で、都道府県知事又は指定

都市・中核市の市長の推薦により厚生労働大臣が委嘱する。保護を要する人への適切

な保護指導や福祉事務所その他の関係行政機関の業務に協力するなどを職務としてお

り、「児童福祉法」による児童委員を兼務する。 

 

や行 

 

●要介護状態 

身体上又は精神上の障がいがある為に、入浴、排せつ、食事等の日常生活における

基本的な動作の全部又は一部について、６箇月継続して、常時介護を要すると見込ま

れる状態。 

●養護老人ホーム 

６５歳以上の者であって、身体上、精神上又は環境上の理由及び経済的理由によ

り、家庭での生活が困難な高齢者を入所させて、養護することを目的とする入所施

設。 

●予防給付 

要支援１、要支援２に対するサービス。対象者の特徴は、廃用症候群（骨関節疾患

等を原因とし、徐々に生活機能が低下するタイプ）の方が多く、早い時期に予防とリ

ハビリテーションを行うことで生活機能を改善できる可能性がある。従って、本人の

意欲を高めながら予防のサービスを提供することが必要とされる。 

 

ら行 

 

●老人福祉法 

老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、高齢者に対して、その心身の健

康保持や生活の安定のために必要な措置を講じ、もって老人の福祉を図ることを目的

とした法律。 

●老老介護 

高齢者の介護を高齢者が行うことで、主に６５歳以上の高齢の夫婦や親子、兄弟な

どのどちらかが介護者であり、もう一方が介護される側となること。 
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●ロコモティブシンドローム 

年齢と共に運動機能が低下し、自立度が低下することで、介護が必要となる可能性

が高い状態のこと。 
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